ＪＲ東日本「ニューフロンテイア２１計画」への
国労の検証と提言
国鉄労働組合東日本本部

発刊にあたって

2002年12月、第16回国労東日本エリア大会で「ニューフロンティア２１計画」対策委員会の設置が確認され、2003年1月の第１回対策委員会から1年8カ月が経ちます。この間、指導を仰いだ安部誠治関西大学教授を囲み、合計10回の対策委員会を持ち、調査・解析・研究に没頭してきました。｢ＪＲ東日本の１５年間の歩み｣を概括的にまとめ、十分な論証の上に｢国労の提言｣として東日本エリア大会に報告するという方針をたて、作業に入りました。調査・研究は次に列挙する内容でした。

①　国鉄の分割民営化とＪＲ東日本の発足･企業の変化、企業の理念と経営戦略

②　鉄道事業の展開

15年間の事業の展開、長期債務、輸送サービスの現状、地方圏の輸送状況

③　鉄道投資の特微

入札制度、ＪＲ総研、ＪＲ東日本の設備投資の特徴一車両・自動改札システム、技術、教育・訓練・養成、線路･土木構造物の推移、電気、運輸車両

④　国内旅行の復権について

⑤　鉄道安全の現状

安全対策、事故・インシデントの推移、安全基準・規則の緩和、復旧体制、労働災害の現状と課題

⑥　ＪＲ東日本グループ・関連事業の現状

関連事業の特徴、ＪＲ東日本グループの強化、グループの課題

⑦　労使関係の推移

社員数の変化とその要因、出向・外注化・地域間異動、シニア対策の現状と課題、昇進制度、労働条件、労務政策の特徴

⑧　ＪＲ東日本と地域社会

輸送サービスの変化、地域社会との共生、地元負担の増大、新幹線の開業と並行在来線の分離、自治体の反乱

⑨　ＪＲ東日本の社会的責任

鉄道民営化の検証、鉄道政策と社会的責任

これらの項目に関連する資料を収集し、解析がほぼ終了した頃、『ＪＲ東日本の１５年と国労の提言』(仮称)の執筆を準備されていた安部教授から、「これは良い、ここまでやれるとは思わなかった。本にしよう。決して恥ずかしくはない内容だ」という、思いがけない評価と提案をいただきました。これに対策委員一同、唖然としたものの、意を決して教授の提案に乗ることにしました。安部教授はそれまでの研究成果を編纂して製本に責任を持つ、そして対策委員会は過去４年間に絞り、改めて調査・解析を行い、「『ニューフロンティア２１計画』への国労の検証と提言」としてコンパクトにまとめ、安部教授の作業に先行して東日本エリア大会に報告するというものでした。

ですから｢『ニューフロンティア２１計画』への国労の検証と提言｣は研究成果の２部作ということになります。今後発刊が予定されている『ＪＲ東日本の１５年と国労の提言』(仮称)と併せて読んでいただければより深い理解が得られるものと思います。

さて、私たちはこれまで、会社の｢経営計画｣や企業形態を強く意識したことはありませんでした。国鉄時代には天下国家を相手に、｢国民の国鉄｣を目指して政策闘争を展開してきました。日本国有鉄道という企業以上に、政府を強く意識した運動でした。それは｢公共企業体｣という半官半民の企業形態である以上、正しい選択であり、国鉄労使共に当然としてきたものでした。

しかし、1987年4月の｢国鉄の分割民営化｣は企業形態に大きな変化をもたらしました。この｢企業形態｣の変化に対して国労の取り組みは十分と言えるものではありませんでした。理由を挙げればいくつかあります。

私たちの意識の中には｢国民の国鉄｣という運動形態に強烈なイメージと郷愁があったこと、｢経営問題｣は必然的に国労つぶしの根拠法の一面を持つ｢国鉄改革法の承認｣に行き着き、｢分割民営化反対｣という運動を通じての国労組合員としての仲間意識の共有、いわゆるアイデンティティを喪失するのではないかという不安(＝このことはＪＲになっても共通の展望と自信を未だに持っていないことを意味する)があったこと、そして｢ＪＲの企業性｣を問題視することは｢企業主義｣に巻き込まれるのではないかという活動家の意識が｢経営問題｣に深入りすることを避けさせたと言っても過言ではありません。

また、ＪＲ東日本会社も、国労をまともな交渉相手として扱わない労務政策を採ってきました。それに少数となった国労が責任組合でなくなったという事情も加わり、｢時間が解決する｣という観点から経営問題に対して積極的に見解を求めるということもなかったため、国労が会社の経営問題や施策にどんな見解を持つか悩まずに済ますことができた、というのがこの間の事情と言って良いと思います。

しかしここ数年だけを見ても、経営者の不祥事や過ちで巨大企業が倒産し、金融機関が離合集散を繰り返し、また最近の三菱自動車の経営陣の不祥事が象徴するように、リコール隠しで利用者の信頼を失い倒産の危機に落とし込み、結果として労働者を不安のどん底に陥し入れている姿を見たとき、この間、労働組合は何をやってきたのかという疑問を持つのは私たちだけではないと思います。経営者のモラルハザードが指摘され、社外監察制度の導入やコンプライアンス(法令遵守)が叫ばれているのは、労働組合の力量の低下と無縁ではありません。労働組合が経営に対するチェック機能を果たすには、言うまでもなく積極的な改善能力が要求されているのは明らかです。

ＪＲ東労組と癒着したＪＲ東日本会社の経営姿勢は、17年間の昇進差別を頂点とした「知識偏重・技能軽視・従順優先」と東労組偏重の人事政策により、｢安全安定輸送｣への不信感、あるいは極左暴カ集団「革マル派問題」を中心に治安問題として社会的批判を浴びています。

ＪＲ東日本会社は、｢健全な会社の発展の土台｣ともいうべき｢安全安定輸送と利用者へのサービス｣に寄せられる社会的信頼そのものが問われているのです。国労が積極的に｢提言｣を行う理由はここにあります。国労が｢提言｣を世に出し、利用者･地域の人々と一緒になって公共交通機関としてのＪＲ東日本を健全な会社にしていく積極姿勢こそ、国労の未来を切り開くものと確信します。

また「国鉄の分割民営化」後18年が経過します。今や、社員構成に占める平成採用者は2万人に迫ろうとしています。2005年度には、生まれてから国鉄を全く知らない18歳の若者が入社する時代を迎えます。この若い人たちと一緒になって討論し、明るい職場と安心して働くことのできる会社を作るために、ＪＲ東日本をどのような会社にしていくかが問われています。

日本的雇用慣行が社会制度として存在している以上、社会制度を無視した運動の提起は生きた大衆運動にはなりません。｢経営問題｣を避けることは他労組組合員との話し合いや大衆運動の基盤を自ら放棄することになりかねません。そのために、この社会にあって説得力を持ち、組合員自身が自信と確信を持って大衆運動を組織できる｢提言｣作りに心を砕きました。対策委員会は、ＪＲ東日本の中期経営構想「ニューフロンティア２１計画」に対置して、特に次の点に留意して｢提言｣を作成しました。

①　組合としての｢経営哲学｣を対置しました。組合の経営に対する哲学とは、「利用者との契約を誠実に履行する」、｢社員との労働契約を誠実に履行しその結果として利益がでる｣、という考え方です。それは｢安全安定輸送・利用者へのサービス｣の維持向上のために社員を大事にするということであり、賃金・労働条件にとどまらず、きちんとした教育・訓練を施し、技術力の向上に力を尽くすことまで含まれる、という考え方です。

②　思い入れや主観で分析しても、観念的になるだけで闘いにはなりません。予断と偏見を排除して具体的事実を冷静に分析することを旨としました。また本文中の記述については全て裏付けがあります。｢資料｣が膨大となりすべてを掲載することが不可能となりました。したがって、｢資料｣は安部誠治関西大学教授の手元で編纂されている『ＪＲ東日本の１５年と国労の提言』(仮称)に収録することにしました。

③　｢国民の財産｣を引き継いだＪＲ東日本が、民間企業として公共交通機関の雄として社会的責任をどのように果たしていくのか、いかなければならないのか、新しい社会的ルールづくりを提唱しています。

④　｢都市機能｣という概念を取り入れました。この点は少子高齢化社会を迎える上で重要な鍵を握るものと考えます。併せて国土交通省が提起している「ＴＤＭ(需要管理システム)－車を減らして、公共交通機関への誘導をめざす」ことに対する政策提言も行っています。

以上、要点だけ列記しましたが、この調査研究によって、ＪＲ東日本会社に対する基礎的な分析が終わったといっても良いと思います。今後、若い組合員が調査研究によってさらに研鑚を積み重ねていけるものと確信しています。

2002年12月の東日本エリア大会で、｢公共交通機関としてのＪＲ東日本の健全な発展と笑顔で安心して働くことのできる職場づくり｣をめざすとして対策委員会を設置し、組合の立場からの対案の作成と他労組に切り込める質を持つ運動として｢仕事総点検運動｣を提起しました。｢国労の提言｣は誇りを持って闘ってきた｢国民の国鉄｣の闘い同様に、ＪＲ東日本を健全な会社にする闘いを通して、国労が再び多数派をめざすという決意でもあります。国労組合員の｢アイデンティティ｣としてだけではなく、｢ＪＲ東日本グループに働く全ての人々のアイデンティティ｣になることを期待します。

｢提言｣の完成までには、思いを同じくする国労議員団をはじめ多くの組合員の皆さんから貴重な資料を提供していただきました。特に若い組合員からたくさんの期待と応援をいただきました。心から感謝致します。また最後まで心配りをしていただきました安部誠治関西大学教授に紙上を借りて感謝と敬意を表します。
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Ⅰ．はじめに

2001年度にスタートしたＪＲ東日本の中期経営構想「ニューフロンティア２１計画」は、本年度で4年目を迎えます。ＪＲ東日本は、2004年度｢東日本グループ事業計画｣の中で、計画目標の前倒し達成に努力して2005年度からは新たな中期経営構想を策定しスタートさせる、としており本年度が最終年度とされています。

この計画が掲げた目標・ビジョン・施策が、実施の各年度でどのように推移したのか、社員・利用者・地域社会にどのような影響を及ぼしているのでしょうか。

経営者が中長期にわたり、経営計画を立案し、実行することは極めて重要であり、グループの理念と行動指針を定め、ＪＲ東日本社員は言うまでもなく、ＪＲ東日本グループを目標の基に一つにすることは経営者として当然の行動と考えます。

しかし、これまで多くの上場企業が、ちょっとした過ちや重大な過失で社会的信用を失墜し倒産に追い込まれていった現実を見た時、労働組合が日常的に「経営のあり方」や「経営の実態」に目を光らせていくことがとても大事になっています。黙視することは、会社に身を預けることを意味するものであり好ましいことではありません。

ＪＲ東日本は公共交通機関の一翼を担い社会を支えている会社であり、これに労働組合は積極的に関与し、社会の公器として社員が誇れる立派な会社にしていかなければなりません。会社と組合は決して交わることはありません。しかしながら完全に離れた存在でもありません。立場こそ違っても、健全な会社の発展と社員・家族の幸福を求めることは共通する課題だからです。そのためには、会社発展の土台となるべき安全安定輸送と利用者へのサービスに対する信頼を勝ち得ていかなければなりません。

また、会社は社会的存在である以上その行動（利潤追求）は、社会的にも会社に働く社員の目から見ても妥当とされる「指標」があります。

この場合の「指標」（社会的に妥当と思われる指標）は、ＪＲ会社を発足させる契機となった「国鉄改革法」及び「鉄道事業法」に依るべきだと考えます。

「国鉄改革法」の第1条は「基幹的輸送機関として国民生活及び国民経済の安定及び向上を図る」、第4条は「利用者の利便の確保及び適切な利用条件の維持に特に配慮する」と規定しています。また社員の目とは、「不法行為のない会社、安全安定輸送に誇りを持てる、公共交通機関として社会に貢献できる会社、そして社員・家族の福利厚生を充実し、もって利益を生み出す会社」という点にあります。
　「ニューフロンティア２１計画」に即してこのことを言い換えると次のようになります。「計画」が経営者の論理で策定されている以上、利潤を追い求めるのは現実の問題でもあります。しかし、目標があって計画があるのではない、安全安定輸送と利用者へのサービス向上というのが大前提であって「儲け」はその結果だ、ということです。これが国労の立場です。

信頼を失うことは一瞬のことですが、信頼を回復するのには血の滲むような努力が求められます。繰り返しになりますが、過去多くの企業が経営者の不祥事や放漫経営、反対に「もうけ」を追求するあまり社会的信用を失しない倒産に追い込まれていった幾多の例を引き合いに出すまでもありません。

現実に中央線トラブルで「組織・構造的な問題」があったとして国土交通省から「鉄道事業法」に基づき事業改善命令が出され、安全管理の徹底を求められています。「安全確保を大前提」としてとは言いながら「収入の増加に全力を上げる」基本方針がこの現状です。
労働組合の存在意義が問われていると言っても過言ではありません。労働組合の基本的任務として、安全安定輸送・利用者へのサービスの角度から、また社員の「ゆとり」と「豊かさ」「安心して仕事ができる労働環境」という観点から具体的施策を検証し、修正さらに改善を求めていくことが求められています。

　本書では、こうした立場から「ニューフロンティア２１計画」（以下、「ＮＦ２１計画」と略す）が掲げた「グループビジョン」（到達すべき将来像）の各項目を現状から捉え直し、その問題点と課題を明らかにするとともに、より具体的な「提言」の策定に努めました。検討内容の不十分な点についてはさらに研鑚を加えますが、ここで検証された問題点と課題が2005年度からスタートするといわれる「新計画」にそのまま引き継がれることは間違いありません。

　国労は、チェック能力をさらに高め、引き続き検討し、会社への提言を行っていきます。

Ⅱ．グループビジョンの現実と課題

１、輸送サービスの現状と検証

「ＮＦ２１計画」は、「顧客価値の創造」「顧客満足度の追求」「徹底した顧客志向」を強調し、「信頼のサービス」「親切なサービス」「快適なサービス」を追求するとしていますので、最初に、輸送サービスの現状について検証します。

（１）設備投資の現状

鉄道部門の設備投資（注1）は、項目別で見ると「輸送設備の維持更新」「経営の体質改善」「輸送力増強」「車両」「技術開発費」からなり、また、各項目にまたがる「安全対策費」があります。

安全安定輸送対策の面では「首都圏」のＡＴＯＳ（東京圏輸送管理システム）の拡大、中央線の２重系化や新幹線の安定輸送対策として、東京～大宮間の地上設備の強化と大宮折り返し運転設備の整備、東北・上越・長野各新幹線の雪害対策、秋田新幹線の降雨対策が進められています。また首都圏100キロ圏外延部には列車の衝突・脱線事故防止のＡＴＳ－Ｐの整備，仙台・新潟地方大都市圏には速度照査機能を具備したＡＴＳ－Ｐｓが整備若しくは計画が進めています。これらは東北新幹線上野～大宮間の事故（99年5月4日）等、過去の輸送障害事故に対する対策でもあります。

また「車両」関係ではＪＲ発足以降、相次いで新型車両が製造・投入されています（表１）。01年、中央線特急車両にＥ257系（あずさ・かいじ）が投入され、183系の後継車両で35年ぶりの新型車両の投入となります。05年3月には403系・415系の後継として交直両用車両Ｅ531系が常磐線（上野ー四ツ倉間）・水戸線（小山ー友部間）に投入される予定となっています。

首都圏通勤対策として、車体幅の広いＥ231系新型車両が中央・総武緩行・宇都宮・高崎・山手・常磐快速に投入また投入が継続されています。これによって首都圏の通勤型の主流になります。209系、Ｅ217、Ｅ231系等は「重量半分、価格半分、寿命半分」のコンセプトで制作されたものです。特徴は、軽量ステンレス車体、ＶＶＶＦ制御方式、交流モーターを採用した省メンテナンス、静止型インバータ（ＳＩＶ）、車上モニター装置での状態監視、自己診断機能などであり、電子機器の多用、機器の無接点化、磨耗部品の削減等による大幅なメンテナンス業務量の削減、軽量化による電力使用量の低減を図ったことにあります。

新幹線では02年12月の東北線八戸駅開業に引き続き04年上越新幹線本庄早稲田駅の開業、01年上越新幹線に16両2階建て車両を投入、Ｅ4系を東北・上越各新幹線に引き続き増投入しています。その結果新幹線車両ではリニュアール予定の200系130両を除き廃車となり、Ｅ2・Ｅ3・Ｅ4系が主力車両となっています。

新幹線の一日あたりの列車本数は87年の159本/13万8千席から01年304本/26万9千席とそれぞれ1.9倍、1.95倍に拡大しており「ＮＦ２１計画」の3年間でさらに増強しています。

04年3月ダイヤ改正まで過去25回のダイヤ改正が実施されました。いずれも5方面に伸びた新幹線輸送増強とアクセス、都市間輸送そして首都圏における東京圏の人口増・東京近隣への住宅地の拡大、新幹線通勤・通勤通学客の増、遠距離通勤客向け対策、混雑緩和対策が最重点対策でした。「ＮＦ２１計画」でもこの流れは踏襲されています。特に首都圏の輸送力増強は他交通機関との競争と増収対策、政策的な混雑緩和対策と快適さの追求と表裏の関係にあます。

山手線の11両化は91年12月、武蔵野線の8両化は91年から（96年12月完了）、89年には東海道線に2階建車両が投入されました。91年12月には、6扉車両が山手線11両編成化の際に1両（Ｅ231系投入後は2両に）投入して「快適さ」「人間らしさ」からの物議を醸したのも根底には「輸送力増強」がありました。

この傾向はその後拡大の一途をたどり、京浜東北線の車輌編成にも1両、また横浜線にも94年12月、8両編成化の際に6扉車輌1両が組み込まれています。一方、通勤快速・通勤ライナーは88年から各線区に順次新設されています。

貨物線の旅客線への転用も早い段階から行われています。東北貨物線経由池袋乗り入れ（88年）、東海道貨物線経由新宿直通（88年）、東北貨物線経由新宿直通（97年）が整備されており、「ＮＦ２１計画」中の04年10月に完成する池袋構内高架化によって湘南新宿ラインの増発とスピードアップが可能となるといわれています。

首都圏における鉄道整備についてみると、東北・高崎線普通電車の池袋駅乗り入れ（88年）、京葉線新木場～西船橋・南船橋、千葉みなと～蘇我間開業（88年）、埼京線恵比寿駅乗り入れ（96年）、武蔵野線の海浜幕張駅まで延伸（2000年）、「ＮＦ２１計画」以降も、湘南新宿ライン（01年12月）、大宮～新宿～横浜方面の直通運転（01年）、埼京線とりんかい線直通（03年12月）等が運行を開始しています。

しかし全てがＪＲ東日本独力による「新線」建設ではありません。京葉線・武蔵野線はいずれも「独立行政法人鉄道建設運輸施設整備支援機構」から公団借損料を支払って借用しているものです。

「ＮＦ２１計画」の今日、なお「混雑緩和」対策は続いています。車体幅の広い新型車両（Ｅ231系）の投入、武蔵野・京葉・南武各線（02年）及び京浜東北・横浜・八高（南）各線（03年）では運転時間の短縮による増発、09年度末開業にむけた東北線と東海道線が直接乗り入れ可能となる東北縦貫線（上野～東京間）によって上野～御徒町駅間の混雑率は180％になると言われています。「ＮＦ２１計画」が始まった01年、首都圏の朝の通勤ピーク時の混雑率は198％と言われています。旧国鉄時代の238％と比較すれば大幅な改善ですが、2000年8月の「運輸政策審議会」によれば大都市圏における都市鉄道の全ての区間における混雑率を150％（東京圏では当面180％）以内とすることが目標とされており、「目標」には程遠いのが現状です。

（注１）　ＪＲ東日本の設備投資累計（02年度予定投資額を含む）は、「輸送設備の維持更新」8,334億円、「経営の体質改善」7,476億円、「輸送力増強」6,121億円、「車両」9.882億円、「技術開発費」5,254億円、「安全対策費」1兆4,726億円。

また、ＪＲ東日本グループでは、事業計画では総額で約1兆2,000億円強と推定され、「交通サービス部門」90％強、「生活サービス部門」は近年増えているが10％以内となっている。

表１
ＪＲ東日本の車両製造
	
	年　次
	新規製造車両・投入箇所

	
	1987
	ＪＲ発足

	
	88
	107系

	第一次安全計画
	89
	651系（４月）スーパーひたち（ＪＲ初の特急車両）

719系

	
	90
	251系（4月）スーパービューおどりこ

キハ110・113系（3月）ローカル線対応

	
	91
	253系（3月）成田エクスプレス

	
	92
	215系（4月）東海道線オール2階建、「アクテイー」

400系（７月）つばさ

	
	93
	255系（7月）ビューわかしお、さざなみ、初めてＶＶＶＦインバータ制御

701系、Ｅ209系

	安全基本計画
	94
	Ｅ351系（12月）　振り子電車（初）

Ｅ127系（12月）　113系の後継車両

Ｅ1系　（７月)　　ＭＡＸあさひ、たにがわ

	
	95
	Ｅ501系　常磐線

Ｅ127系　新潟地区（構造は209系と同じ）

	
	96
	485系の改造車（4月）

	
	97
	Ｅ653系（10月）フレッシュひたち

485系（3月）かもしか（秋田－青森）交直流両用

	
	98
	Ｅ3系　こまち

Ｅ2系（3月）やまびこ、（10月）あさま

Ｅ4系（12月）ＭＡＸやまびこ、なすの

Ｅ209系、500番台（中央・総武）

	安全計画

21
	99
	Ｅ3系（12月）つばさ

Ｅ209系、1000番台（常磐、緩行）

	
	2000
	Ｅ751系（3月）スーパーはつかり（485系の老朽車取替）

Ｅ231系（4月）通勤用・近郊用をカバー

	
	01
	Ｅ257系あずさ（183系の後継車両）

	
	02
	

	
	03
	

	
	04
	安全計画2008（04～08）

	
	05
	Ｅ531系（403・415系の後継車両）


（２）「快適・利便・人に優しい」鉄道の現状と検証

①バリアフリー

2000年に施行されたいわゆる「交通バリアフリー法」による「利用しやすい鉄道づくり」「環境に優しい鉄道づくり」は、行政の後押しもあって強力に進められています。

ＪＲ東日本「年度経営計画」では毎年バリアフリーの積極的推進としてエレベーター・エスカレーターの整備予定駅数を公表しています。その結果「ＮＦ２１計画」以前に整備された箇所を含めると首都圏近郊及び新幹線の各駅（398駅）でエレベーター設置駅184ヵ所、多機能トイレ設置箇所231ヵ所となっています。会社は2010年までに約390駅にエレベーターを設置するとしています。そのうち「ＮＦ２１計画」終了年度の05年度までにエレベーター法整備対象駅の50％、エスカレーター法整備対象駅の80％を目標に整備を進めています。

エレベーターの設置計画を見た場合、「ＮＦ２１計画」の目標はクリアされると思われます。2000年129駅でしたが、01年12駅、02年46駅、03年49駅、そして04年度経営計画でも49駅に設置を予定しているからです。世論の後押しも大きく、エレベーターの設置要求が強く寄せられていた新宿駅にも、04年から06年にかけ、設備投資15億円全額ＪＲ東日本負担で設置することになりました。

しかし、バリアフリー化は、車椅子用トイレ（02年40駅、03年20駅、04年20駅予定）、ホームと車輌床面との段差解消（02年11駅、03年7駅、04年4駅予定）、視覚障害者誘導案内設備（03年10駅、04年39駅予定）等、なお不十分でありこれからの進捗にかかっています。

国土交通省は04年6月、「駅のバリアフリーがわかる一覧表」を発表しています（表２）。それによると、ＪＲ東日本の対象駅476駅の「らくらくお出かけ度」（単独で利用可能な駅）は130駅（03年5月時点で94駅）で、ＪＲ各社最低の27.3％にとどまっています。

また首都圏（東京70Ｋｍ圏）外の整備も良好だとはいえません。

ホーム上の上屋、待合室、放送案内、ホーム上の舗装・点字ブロックの敷設状況など整備されている駅は多くはありません。青梅線や外房線では列車とホームとの段差や間隔もあり、身障者やお年寄りが乗り降りに苦労し、「段差」解消の請願書が大原町・勝浦市等では全会一致で採択されています。

地方に行けばインフラの整備が進んでおらず、鉄道設備の整備が要求の前面に出てきます。収入の少なさを最大の理由に、「地方」の鉄道整備を遅滞させています。首都圏・地方大都市そして地方によってＪＲ東日本に対し期待する声がそれぞれ違う現実を踏まえ、緊急になすべきことを実行することがＪＲ東日本に求められています。

　表2
鉄軌道駅におけるバリアフリー化の状況（事業者別集計）

（04．6.3国土交通省）

	
	らくらくお出かけ度
	（参考）

総駅数
	一日あたり平均利用者数が5千人以上の駅数

	
	☆☆☆
	☆☆
	☆
	
	

	ＪＲ北海道
	17      (5)
	6      （7）
	17    （17）
	473
	29

	ＪＲ東日本
	130    (94)
	141  （147）
	184  （209）
	1685
	476

	ＪＲ東海
	34     (26)
	20    （21）
	64    （56）
	397
	82

	ＪＲ西日本
	122   (103)
	31    （36）
	139  （151）
	1233
	284

	ＪＲ四国
	5       (5)
	0      （0）
	2      （2）
	258
	7

	ＪＲ九州
	35     (25)
	8      （8）
	91    （66）
	573
	62

	ＪＲ６社計
	343   (258)
	206  （219）
	497  （501）
	4619
	940


※（☆☆☆）は、単独で利用可能な駅。（☆☆）は、簡単な介助が必要な駅、（☆）は、段差が残っている駅。

※（　）内の数字は、03．5.28現在。

②「顧客満足度」の現状
顧客の満足度を高めるために、「明るくきれいな駅づくり」、「トイレ・車輌の清潔度向上」、「わかりやすい案内サイン・見やすい駅案内・新幹線乗車口案内のＬＥＤ化」、「テレフォンセンター・インフォメーションセンターの整備・拡大」、ＩＴ技術を活用した「列車運行情報の提供範囲の拡大・首都圏列車運行情報を携帯電話・インターネット・デジタル放送を活用し配信する」など「顧客満足度」が追求されています。しかしこれらの設備の整備は首都圏・地方大都市圏・地方都市の順になっており、地方線区等は「ＮＦ２１計画」の恩恵にすら与っていません。「我々は首都圏よりも高い運賃で利用しているわけだから、もっと声を出していいのである。首都圏も地方も同じお客さまという事をＪＲは忘れないでいただきたい」（仙台経済界誌2003・7・8）等不満の声が寄せられています。

国労秋田地本にもＪＲ秋田支社に対する「地域の声」が数多く寄せられています。「ＮＦ２１計画」実行段階に国労秋田地本はこれらの声をとりあげ団体交渉で改善を求めましたが、実に素っ気ない回答でした。（資料1）

木で鼻を括ったような素っ気ない回答は「お客様相談室」に寄せられるお客様の「声」にも、インターネット上で寄せられるお客様の「声」にもしないだろうと思われます。これが地方における「顧客満足の追求」「顧客価値の創造」の現状です。

また首都圏の「顧客満足度」についても04年3月、国土交通省が設置していた公共交通機関の「快適性」や「安心性」を向上させるための検討委員会（委員長・家田東京大学大学院工学系研究科教授）が最終報告書をまとめました。それによると車両混雑率、段差解消率、低床バス導入率、車内快適指標、トイレの質、ホーム・駅構内・車内ＬＥＤ設置率、車内及び駅員への連絡しやすさ等の情報の利用者への提供を交通事業者が自発的に取り組むことを求めています。これらは折り返し地点に立った「ＮＦ２１計画」や「ポストＮＦ２１計画」の課題でもあります。
資料1
	秋田支社との交渉

（お客様の声）　湯沢駅ホーム上屋の補強柱（鉄パイプ）はやめて。

（国労の要求）　犬っこ祭に観光に来たお客様から駅美観上や列車乗降に支障するとのご意見が寄せられている。上屋雪下ろしを早めに行うか、上屋の建て替えを。

（支社の回答）　雪下ろしを早めに行うと費用がかかる。また上屋の建て替えについては費用がない。

（お客様の声）　＜北上線において＞列車の遅れに対して十分な案内がされていない。

（国労の要求）　奥羽線等には「駅表示運行システム」が導入されている。北上線にも導入を。

（支社の回答）　運行指令は盛岡支社。費用もかかり、設置は困難だ。

（お客様の声）　びゅう窓口の土日営業を。

（国労の要求）　「こまち」が全車指定になって駅「みどりの窓口」が混み合っている。また旅行の案内、相談のためにも営業を。

（支社の回答）　びゅう窓口は旅行中心であり、土日営業は考えていない。


③自動化・業務委託

ＪＲ東日本では、自動システム化・装置化や駅の管理駅化が急ピッチで進められており、お客様の目に見える「社員」がホーム・駅・改札・みどりの窓口から次々と姿を消しています。

◇指定券自動発売機（ＭＶ３０）

自動改札機の導入に引き続き、窓口販売から顧客操作による販売にシフトする「指定券自動発売機」（ＭＶ３０）が02年6月30日甲府駅に導入されました。その後横浜駅・池袋駅・品川駅等に順次導入されました。04年3月現在水戸支社を除く全ての支社にＭＶ３０が導入され、その数は導入駅数70駅、コーナー数92、導入台数221となっています。その結果みどりの窓口廃止駅（鶯谷）1、窓口廃止コーナー10、窓口削減数70、営業時間を短縮する窓口数33、182名の要員が削減されました。（表3）

また、「ＮＦ２１計画」では「リモートマルス」も導入するとしており、一段と社員の姿が見えなくなります。

ＭＶ３０の導入が「顧客第一」「顧客の身になって考えている」と言えるのでしょうか。ＭＶ３０は「えきねっと割引」以外の全ての割引・企画乗車券類の発売ができないため、企画乗車券・ジパング倶楽部・学生割引・株主優待割引などの発売は残った窓口で対応しなければならない等社員に大きな負担となっています。と同時に窓口を閉鎖された「鶯谷駅」では、これまで扱っていた特別企画乗車券や学割など割引証の必要とする発売が一切できなくなっています。そのためトクトクきっぷ割引乗車券申し込み利用者には「代用証を発行して窓口のある最寄り駅まで電車に乗っていき購入していただくよう案内する」ことにしたといいます。上野駅では、ジパング倶楽部の事務所があるということで、入谷口は窓口の廃止提案がなくなり、平日のみ窓口を開けることになりました。「鴬谷・日暮里駅をよくする会」が駅のバリアフリー化、駅の不安全箇所の改善と合わせて、窓口廃止についても区議会に陳情要請を行っています。

表3
指定券自動発売機（ＭＶ３０）の導入状況
04年4月現在
	支社名
	導入

駅数
	コーナー数
	導入

台数
	要　員

削減数
	窓　口

削減数
	営業時間短縮窓口数
	窓口廃止コーナー数
	みどりの窓口廃止駅

	東京
	34
	47
	116
	96
	32
	24
	10
	1

	横浜
	12
	13
	26
	30
	11
	5
	0
	0

	八王子
	5
	5
	13
	12
	5
	0
	0
	0

	大宮
	5
	5
	10
	11
	5
	0
	0
	0

	水戸
	－　導入なし　－

	千葉
	7
	7
	18
	16
	7
	0
	0
	0

	高崎
	2
	2
	4
	4
	3
	2
	0
	0

	新潟
	1
	1
	3
	2
	1
	0
	0
	0

	長野
	1
	1
	3
	1
	1
	0
	0
	0

	盛岡
	6
	7
	15
	7
	3
	2
	0
	0

	秋田
	2
	2
	5
	0
	2
	0
	0
	0

	仙台
	2
	2
	8
	3
	0
	0
	0
	0

	合 計
	77
	92
	221
	182
	70
	33
	10
	1


◇サービスマネージャー

一方、指定券発売機設置に伴い「サービスマネージャー」（注2）の配置が増えています。「ＮＦ２１計画」初年度の01年11月、東京駅をはじめ6駅に配置された「サービスマネージャー」はＭＶ３０の導入拡大と共に28駅86名に拡大しています。

会社は安心して駅を利用でき、不安なお客様には社員の方から接していく一番大事なポジション、次が改札業務、出札は機械に置き換えるとしており、「ＮＦ２１計画」では将来的に900名を配置する計画だと言っています。
（注２）　サービスマネージャー：高齢のお客様や旅慣れないお客様のお手伝いをはじめとして、異常時における情報提供やご案内などきめ細かなサービルを機動的に行うために配置され、駅構内を巡回しながらお客様へのさまざまなご案内にあたっている。お客様に一見して判別できるよう緑を基調としたユニフオームを着用している。

表4
サービスマネージャーの配置状況
04.4現在
	支社名
	駅　　名
	要　　員
	支社名
	駅　　名
	要　　員

	東京支社
	東京駅
	8
	水戸支社
	
	

	
	上野駅
	4
	高崎支社
	高崎駅
	3

	
	新宿駅
	6
	
	熊谷駅
	3

	
	池袋駅
	4
	長野支社
	長野駅
	3

	
	品川駅
	3
	
	松本駅
	2

	
	渋谷駅
	3
	
	上田駅
	1

	横浜支社
	横浜駅
	3
	新潟支社
	新潟駅
	2

	
	川崎駅
	2
	盛岡支社
	盛岡駅
	3

	八王子支社
	立川駅
	2
	
	青森駅
	2

	
	甲府駅
	2
	
	八戸駅
	2

	
	三鷹駅
	2
	秋田支社
	秋田駅
	4

	
	八王子駅
	2
	仙台支社
	仙台駅
	6

	大宮支社
	大宮駅
	5
	
	福島駅
	2

	千葉支社
	成田空港駅
	2
	総　　計
	28駅
	86名

	
	空港第２ビル
	2
	
	
	

	
	千葉駅
	3
	
	
	


◇普通列車グリーン車車掌

03年9月、「湘南・東海道・横須賀・宇都宮・高崎線普通車両にグリーン車連結と新たな業務体制」が提案されました。グリーン車両担当車掌業務をグループ会社日本レストランエンタープライス（ＮＲＥ）に業務委託するというものです。「車掌はお客様と接する一番大事なポジション」と教えられてきた車掌にとって、アテンダント（車内販売）に取って替わられる施策はサービス低下と合わせ車掌としてのステータスを否定されることに等しいと怒りの声が上がっています。

◇駅管理体制

同様の施策として首都圏を含む各支社で実施されている駅長廃止を含むエリア管理駅体制の見直し施策があります。

横浜支社では東海道線鴨宮駅～早川駅間、横浜線大口駅～橋本駅間を5エリア体制に、根岸線新杉田駅～本郷台駅間が04年4月に施策が実施されます。

千葉支社外房線では、誉田駅は2面3線のホームを持つ中間駅、事故が発生すると中線折り返し運転や中線を利用して運転を打ち切る駅ですが、03年2月駅長廃止を含む管理体制の見直しが実施され、外房線鎌取駅の管理下となりました。駅長は廃止、助役・一般社員二人出勤の24時間体制となりました。社員は異常時の際、鎌取駅か千葉地区指導センターから助勢が来るまでは二人で案内・払い戻し・放送をこなすなど対応は混乱を極める、ささいなことでトラブルにまで発展することも度々だ、と報告されています。

また障害者の対応にも苦慮しています。「車椅子」利用者は「上り」は平面で車椅子の利用は簡単ですが、「下り」は「こ線橋」を渡らねばならず、事前に地区指導センターや鎌取駅との打ち合わせがない場合は「土気駅」まで下って「上り」電車で帰ってくるとか、鎌取駅で下車して車を利用しています。特別急行列車の場合は大網駅まで行って「上り」電車で帰ってくる、などバリアフリーなどあったものではありません。

「顧客第一」とは「お客様の身になって考え行動する」ということにつきますが、お客さまにセルフサービス化をすすめ、出札・改札・ホーム・案内業務から社員の姿が見えにくくする施策の展開で、これが果たして「顧客第一」に値する施策なのか、とてもそうは思えません。

④社員の「意識改革」

一方で「ＮＦ２１計画」では社員の精神高揚を意識した取り組みが進められています。「一歩進んだ質の高いブランドイメージの創出」を演出するつもりなのでしょうか。「めざせ『真のプロ』運動」の展開などの取り組みが、各支社で現場に徹底しています。

ある支社の現場が地区指導センター所長宛に提出した取り組みの報告では次のようになっています。（資料2）

「めざせ『真のプロ』運動」としてお客様の目を利用し、「身だしなみでは、世界一の鉄道会社をめざす社員として、通勤から服装には気を付け、訓練・研修・適正検査等の参加にもスーツ・ネクタイの着用まで求めている」と報告されています。これは笑い話ではなく管理者が真剣に実行し報告しているものです。しかしこれが「世界一の鉄道＝安全安定輸送・利用者へのサービス」に結びつくのでしょうか。「接客」業務にも自ずと責任の範囲があります。市民対等の原則にたって労働契約上の権利と義務が生じるのであって無制限の責任など生じて良いはずがありません。

資料2
「めざせ『真のプロ』運動」の展開について
	自箇所の取り組み報告（現在の進捗状況）

☆身だしなみの状況

勤務時ー全員が制服名札及び革靴を着用

研修時ー研修前には必ずレクチャーを実施

研修時の服装及び研修所内の服装はスーツ着用を理解している

通勤時ー３名の社員は好感のもてる服装ではない

（替え上着・オープンシャツ・ジーパンなど）

☆時間管理の状況「プロとして当然守るべき事」を機会ある毎に点呼で伝達しているためか認識されている。

☆現在の取り組み内容

サービス会議において「身だしなみハンドブック」を活用し討議

点呼で通勤時の服装の心構えを伝達している

駅長事務室内に「めざせ真のプロ」を掲出し意識付している

好感の持てない社員への個別指導をしたが、通勤時間は自分の時間と言う意見

☆取り組みに対する進捗状況

機会ある毎に点呼などで伝達、３名の社員は理解していない

☆コミュニケーション作りの進捗状況

サービス推進員と通勤時の服装について真摯に話をしている

☆どのような意見が出されているか

通勤時の服装については、本人の自覚以外にないのではないかとの意見

☆何か変わってきた点があるか

３名以外の社員は「通勤時の服装はスーツ着用」で定着している

☆取り組みを理解していない社員はいるか、どのように指導しているか

３名。点呼で伝達、「めざせ真のプロ運動の展開とは」のポスターを事務室に掲出し指導に努めている。

○○支社としての取り組みが先般説明され具体的に示されているが、各箇所において取り組みを報告して下さい。

共通の認識にたって良いものは水平展開を図り推進したいと思いますのでよろしくお願いします。

報告者　　○○○


同時に、管理者としての責任・業務をはき違えています。管理者のあるべき業務・責任は「安全安定輸送・利用者へのサービス提供」を駅・区全体で滞りなく実行することです。そのために駅・区全体に実施する権限が与えられているのです。この点で本来の業務をおろそかにしていると言えます。こんな事が真面目（？）にやられるようになった原因の一つに昇進試験制度の差別的運用があります。「教育・訓練」の項で詳しく触れますが、技能や経験を軽視し、マニュアル偏重人間を大量に作り出した結果、「いつでも仕事から外す」と脅しながら「社員を支配」できるようになった証でもあります。しかしその結果が03年9月の「中央線高架化に伴う線路切り替え工事」事故の大きな要因であり、ＪＲ東日本の安全安定輸送と輸送のサービスを脅かしているのです。

電気職場では事故後の対策として「マニュアルをチェックするマニュアル」が提示され、組合所属を問わず、「事故が起きた時、現場の声が反映されず、事故対策がマニュアル整備に切り詰められてはならない」と憤慨しています。

良い管理者が育たないと働く者が困る、昇進試験制度の差別的運用の矛盾が此処にあります。

（３）「安全・安定輸送」の現状と検証

「安全安定輸送」と「確実・快適」な輸送サービスとは一体の関係にあることは言うまでもありません。

先に触れたように、「ＮＦ２１計画」期間中のこれまでの安全投資は約4,000億円（含04年度経営計画分）に達しています。

東中野駅構内の電車衝突事故を踏まえた列車の衝突・脱線事故防止のためのＡＴＳ－Ｐ，ＡＴＳ－Ｐｓは現在もなお継続的に工事が進められています。また01年1月、新大久保駅構内での痛ましい転落死亡事故が発生しました。ＪＲ東日本では事故防止対策としての転落検知マットの敷設、列車非常停止警報ボタンの充実や朝夕の時間帯のガードマン配置などホーム上からの転落防止対策が実施されています。「ＮＦ２１計画」でも205系・211系等の「とばさみ検知装置」の導入によるホーム上の安全対策が採られています。

また踏切障害事故対策として計画期間中にも高架化工事が進められ第一種踏切が減少しています。しかし第3・4種踏切の減少率は鈍化しており、踏切100カ所あたりの踏切事故発生件数は第一種踏切の約2～6倍と極端に高く、運転事故の66％を占めていた踏切事故は計画期間中70件と横ばいの傾向にあります。

中央線や新幹線東京～大宮間の地上設備の二重系化、新幹線大宮駅折り返し運転設備の整備工事が進められています。これらはいずれも中央線の輸送混乱に対する対策で、99年東北新幹線上野～大宮間の事故を反省した対策でもあります。

①車両故障

輸送混乱の大きな比重を占めているのが車両故障です。

1966年製造のキハ58型・28型が走っており、103系・113系・115系・183系（1966年頃製造）は、東海道・武蔵野・東北・信越・内房・外房各線で運行されています。特に115系は投入計画の狂いにより今なお東北線で運行されています。また455系（1965年頃製造）・403系・415系（1971年頃製造）が常磐線で、キハ40型・47型・48型も東北・日本海側各地方線で運用されています。いずれも老朽化が激しく、各支社の安定輸送の大きな障害とされており、82年に製造された485系等、老朽車両の延命工事も経年20年以上に達する2,500両を対象に年600両ペースで進めていますが、一方で新型車両の投入希望が強く出されています。

04年2月に本社に発足した「輸送に関する安定性向上対策委員会」や各支社に設置された「地域輸送の安定性向上対策委員会」の最大の課題とされています。「ＮＦ２１計画」中にはＥ257系が183系の後継車輌として投入され、Ｅ531系（403系・415系の後継車輌）の投入が予定されています。しかし新系列として最初に投入された209系も製造・投入から１１年を経過し、車両故障が急増しています。これは「重量半分・価格半分・寿命半分」のコンセプトで制作されたものでありその結果であるともいえます。

特徴的な車両故障の発生状況として無視できないことは、新幹線・在来車両に限らず、新車の故障率が高いということです。

新幹線の場合、200系はすでに投入されて20年以上が経過しており、老朽化がすすみ、故障が発生することは避けられないのかもしれませんが、比較的新しいＥ3，Ｅ4系、また在来線の場合、Ｅ231系の車両故障が多いという原因は何処にあるのでしょうか。新幹線の場合は、01年4月1日～02年3月31日の一年間で45件の車両故障が発生しています。車種毎の内訳は200系10件、Ｅ1系1件、Ｅ2系13件、Ｅ3系11件、Ｅ4系10件となっています。

「Ａ故障」は43件発生していますが、200系9件、Ｅ1系0件、Ｅ2系10件、Ｅ3系5件、Ｅ4系9件、400系10件となっています。

「Ｂ故障」は６３件発生しており、件数はそれぞれ200系６件、Ｅ１系６件、Ｅ２系１５件、Ｅ3系7件、Ｅ4系15件、400系14件となっています。

Ｅ231系についても偶発的な故障もありますが、設計製造に起因する故障が大半を占めています。

ＪＲ東日本はすべての面で「プロ意識」を強調し「完全」を求めていますが、一方効率化のためには最初から100％でなくともよい、「事故・故障が起きても設備の改善をしていけばよい」という考えを持っています。これはなにもメンテナンス体制に限らず、車両製造・整備にも貫かれている会社の基本的な考え方だと考えられます。

また、車両の配置と派出・仕業区の検査体制のあり方も安定輸送にとって重要な課題です。特に首都圏の場合、現行は表5の通りですが、現在および将来を考え一層充実する事が必要です。仕業区は仕業検査のみではなく、本線の故障対応体制を確立すべきです。湘南新宿ラインの増発を考えれば池袋運転区池袋ホーム検査は「派出化」をはかるべきです。湘南新宿ラインの増発とあわせ東北縦貫線の開業を考えれば、赤羽（田端運転所）と横浜（東神奈川電車区）に派出を増設することが大きな意義を持つことになります。

表5
現行の首都圏における「派出・検査」体制
	区・所名
	派出・検査
	区・所名
	派出・検査

	松戸電車区
	我孫子派出
	小山電車区
	小山ホーム派出・東大宮派出

	上野第一運転所
	東京派出
	宇都宮運転所
	黒磯派出

	田端運転所
	
	豊田電車区
	立川派出・高尾派出

	上野運転区
	上野ホーム検査
	拝島運転区
	拝島ホーム検査・青梅派出

	池袋運転区
	池袋ホーム検査
	東所沢電車区
	仕業区

	蒲田電車区
	仕業区
	甲府運転区
	甲府ホーム検査・大月派出

	東京総合車両センター
	品川派出
	鶴見線営業所
	仕業区

	田町電車区
	東京派出・新宿派出
	大船運輸区
	逗子派出

	中野電車区
	お茶の水派出
	鎌倉総合車両所
	大船ホーム検査・東神奈川派出・橋本派出

	浦和電車区
	大宮派出
	茅ヶ崎運輸区
	仕業区

	川越電車区
	武蔵浦和派出
	国府津電車区
	国府津ホーム検査・平塚派出・熱海派出


②人身事故・自然災害

「人身事故」も安定輸送に大きな影響を与えます。

回復要請とＪＲ東日本内の連絡徹底は勿論ですが、関係機関に理解を求める事が重要であることは言うまでもありません。02年11月、ＪＲ西日本管内で救助に向かった救急隊員が特急列車に衝撃され、2名が触車死傷する事故が発生し世論の厳しい批判を浴びました。国土交通省は各鉄道事業者に鉄道災害発生時の緊急体制の再確認と２次災害防止のための安全管理の徹底と消防機関との協議等の実施を通達（02年11月11日）し、「事故発生時の連絡体制の明確化と線路内立ち入り時の安全確保の基本方針」を定めました。しかし02年12月、ＪＲ東日本東中野ー中野間で上り快速列車に男性が衝撃死亡した事故の救急活動で「あわや」の事故が発生しました。指令が運転再開の際、運転士の「支障なし」の報告だけで「周りに人がいないか、支障ないか」を運転士に問うこともなく、現地に派遣していた責任者に連絡せず「運転再開」を指示したものです。「人身事故発生時の早期運転再開」には訓練を含めた周知徹底などの課題を残しています。

異常事態にこそ安定輸送の真価が問われます。

自然災害・大規模災害（土砂崩壊・雪害・降雨防災・大地震・ソフトの面では運転規制指標の見直し等）対策も「ＮＦ２１計画」の大きな課題でした。

03年1月の妙高高原駅と黒姫駅間で大雪のため、長時間立ち往生した輸送混乱、03年8月15・16日の首都圏における局地的な大雨による輸送混乱、大規模災害では03年7月26日未明宮城県北部地方を襲った地震がありました。阪神淡路大震災以降、高架橋柱・駅建物などの耐震補強策を進めていましたが対策の不十分さも明らかになりました。地震対策では08年度までに200億円かけて補強することになりましたし、指令からの無線による連絡が傍受できず、石巻線で列車が脱線したことを踏まえ、仙台・盛岡等に防護無線タイプの導入と難聴区域の改善に努めることになりました。

③異常時対応

安定輸送には「輸送混乱時の情報の提供」も欠かすことのできない重要な要素です。

インフォメーションセンターの設置拡大、車内への情報提供（山手線等）や改札口にＬＥＤ掲示板を設置するなど輸送混乱時における情報提供の充実を図っていますが、直接乗客と接する駅社員の苦労は大きくなかなか改善されません。

輸送混乱時、「一旦混乱すると電車が数珠つなぎの状態となり、長時間駅間に停車する」事態が発生します。指令は一斉放送で「各車掌はお客様が線路に降りないよう放送を強化せよ」と対応を現場にまかせ、具体的な指示もなく混乱はいつまでも続き指令の仕事が全く見えません。また乗務担当の電車がＡＴＯＳに遅れ表示がでているので、いつ来るかと待っていれば、いつのまにか運休になっており、運休の指示がないので、便乗で「電車を取りに行けば」後から運休になっていることもあります。指令体制の充実と指令員の技能の向上を求める声が職場の不満となっています。

同時に、指令員の労働条件の改善は緊急の課題です。指令員の多くは車掌・運転士から転勤していますが、乗務員時代には「特勤手当」が3～5万円ついていたのに指令員になると「職務手当」（月5,000円）と「夜勤手当」で2.5万円程度にしかならず大幅に手当がダウンする現実があります。

「指令」は指令台に座り、線区全体を管理し、乗務員・駅・各乗務員区に次々に通告して運行管理する仕事は責任もあり、やりがいのある仕事です。指令員は直接お客様とは顔を会わせませんが、お客様と接する乗務員・駅社員を後方から援助して、お客様を安全に輸送する「縁の下の力持ち」で重要な使命を帯びています。輸送業務に使命感をもって、若い社員が指令員を希望するような職種にしていくためには、待遇改善と指令員の養成体制を改めることが必要です。上位職への通過点ではなく、社員の希望をかなえて指令員になれる制度に変更すべきではないでしょうか。

03年9月の中央線高架化工事における線路切り替え事故による輸送混乱の対策として12月「大規模切替工事等検討委員会報告書」が公表されました。その中で「情報連絡体制等」として、以下のようになりました（04年度経営計画）。

（1） 首都圏の運行管理を担う東京総合指令室内の情報・案内体制を強化する。
（2） ホーム・コンコースのＬＥＤ文字情報や電話運行情報への情報入力作業を指令室から他の入力作業と併せ、「ダイヤ情報センター」に一元化する。
（3） 東京支社の駅において社員が直接列車の位置や遅れ等の情報を把握できる携帯情報端末（ＰＤＡ）や固定端末（ＰＣ）を横浜・八王子・大宮・千葉の支社にも増備し第一線社員への情報伝達を充実させる。
（4） 改札外ＬＥＤ表示器を中央快速・山手・埼京線に加え、京浜東北・武蔵野線に拡大導入する。
④メンテナンス体制

安全安定輸送を支える力はメンテナンスの一層の充実と復旧体制（予備品・資材管理・要員の適切な配置と技能の集積）の充実にあります。
◇車両メンテナンス
「車両関係」のメンテナンスは、02年12月現在、約1万3,500両（電車・新幹線1,149両、在来線1万792両、気動車等1,557両）を保有し、７ヵ所の工場等と42ヵ所の運転区所で行われています。

〈検査方式の変更〉

ＪＲ発足後の車両検査は、旧運輸省が定める省令を基本に車種毎に検査基準を定めて各種の検査を実施してきました。それは、一定の周期で機能検査・分解検査を実施し事故や故障を防ぐ「予防保全方式」と呼ばれていました。
しかし、計画期間中の02年4月、省令が改正され、鉄道事業者が機器毎・部位毎に検査周期を決めることが可能となりました。その結果、従来の検査体系（装置などの差にかかわらず同一の検査周期・内容を適用する検査であった）を、「機器・装置の能力や特性にあわせて検査周期や検査内容を抜本的に変更した検査体制が可能になった」として、「新系列車両」については「新保全体系」検査体制が実施されています。

その効果は首都圏に新系列車両が統一された時点（06年）で140人の要員効果が得られるとしています。また新系列車両のメンテナンスコストは従来車両（103系）に比べて約35％削減できるとしています。

しかし「新保全体系」による「品質管理」＝車両整備標準は「ＩＳＯ９００１」（品質管理国際標準）に比較してゆるやかだといわれています。浦和電車区での「209系品質保証工程図――機能保全（月）」を見てみましょう。それによると「新保全体系」に伴う電車整備標準（規定）には「ＩＳＯ９００１」品質保証工程図から次のような項目が省略されています。

主任担当――①外部空気供給装置ＢＰ側へ取り付け（救援ブレーキ試験準備）

Ａ番担当――①ＶＶＶＦ，ＳＩＶ故障読み下し（表示がある場合）

②ＳＩＶ電源誘導試験

③滑走検知装置試験

④ＶＶＶＦ時計調整

⑤レール塗油器試験

⑥ユニット開放試験

⑦滑走防止装置・滑走検知器（速度センサー）

Ｂ番担当――①ＳＩＶ電源誘導試験（Ａ番と共通）

②ブレーキ圧読み合わせ検査

③ユニット開放試験（Ａ番と共通）

④試験・ＳＩＶ電源誘導

⑤検査・ブレーキ読み合わせ

⑥試験・跳ね上げ式腰掛け動作試験

⑦車上試験・救援ブレーキ（10号のみ）ユニット開放

そればかりではなく「ＩＳＯ」が定めている品質保証のための工程図と相違する現場の実作業もあります。会社は各職場で「ＩＳＯ９００１」の取得をすすめていますが、山手電車区と浦和電車区にとどまっています。その他の区所での取り組みは遅々として進んでいません。原因は「新保全体系」よりはるかに厳しい品質工程管理になっているからだと言われているからです。これでは「ＩＳＯ９００１」は見栄と飾りと言われても返す言葉もありません。

安全安定輸送のためにも「ＩＳＯ９００１」にあわせた「電車整備標準」の確立と要員の配置を見直すべきだと考えます。

〈資材管理〉

運輸車両部（運転区所・工場）では材料管理について03年4月、新システムを立ち上げています。発注から在庫管理までできるように本社を中心に実施することになりました。

「予備品」とは、車両の各機器・部品のことで故障や不良に備え準備しておくものであり、各工場の「予備品目表」に記載されている物品で、基本的には工場の財産です。

「資材」とは、車両の材料や消耗品のことです。ビス・ボルト・油脂類・塗料・割ピン・コッター・鋼板類等があります。

「区材料」とは、車両部品から消耗品まで数多くあり運転区所では原則として工場予備品は購入することができません。

また、運転区所の物品調達方法は、区材料は「経費把握システム」（新システムＮＡＳＵＢＩ）により物品を請求し、「工場予備品」については、予備品管理システムにより各工場に請求することになります。

しかし、システムで確立されたのは計画的に実施される検修（車体保全・装置保全・指定保全・機器保全・機能保全）の「予防保全」に関する材料の準備請求と在庫管理に関するものだけです。
車両の修繕には予防保全だけではなく修繕の発生に伴うものがあります。この部分の材料準備は、資材担当者や材料担当者の経験により予測で準備されているものであり、車両の修繕にはつきものの波動（臨時）を考慮していないことから発生するものです。

これは今日まで工場を中心に展開されてきたＪＩＴ手法を取り入れた職場改善の影響もあり、資材部門における在庫管理と発注方法の見直しばかりか、ＪＲ東日本における車両検修を修繕という概念からパーツの交換という概念に切り替えようとする考え方の転換が根底にあると思われます。

その結果、システムには多くの問題点があります。それは、
（１）　職場から改善要求を出しても、中心的な推進役の立場にある本社に担当窓口も無いことから全く改善できないこと。
（２）　資材に関する考え方や取り扱い方がそれぞれの支社の権限で行われているために統一されておらず、部品の名称・入力コードも支社単位で異なっており共通性がないこと。例えばブレーキコックは大宮工場では「予備品」だが、鎌倉総合車両所では「区材料」になっており、担当者が車両部品の何が「予備品」か特定して物品を請求していること。
（３）　予備品の調達を要する緊急事態に対応できず、担当工場が遠方の場合取り寄せに時間を要して車両運用に影響をあたえること。
（４）　経費節減策で予備品・区材料が満足に準備できず、また「増備」要求が通りにくいこと。
これらの問題点は、すでに実施されている新幹線部門のマザーベース化や在来線の基幹基地化の中で現実に発生している問題で簡単に解消できるシステムではありません。反対に車両メンテナンス近代化第Ⅲ期で推進するマザーベースは資材の面から矛盾を一層拡大する事になるからです。このような矛盾を解消するためには、ＪＲ東日本として統一したシステムを確立すること、波動（臨時）という現実を認識し一定の在庫を認めることが必要です。

◇設備メンテナンス

〈「再構築」の現状〉

保線を中心とする設備関係は01年10月以降12支社で「設備部門におけるメンテナンス体制の再構築」という施策が実施されました。

この施策は「専門特化」」の名の下に「施工部門」と「管理部門」を区別し、また各機械・機器による数値で管理できる検査業務と施工業務の全てを協力会社に移管した施策でした。この施策によって3,312名の要員削減が実施され、そのうち2.503名の社員が協力会社などに出向となりました。

会社は管理業務を通じて技術の継承はできるとしていますが、技術継承は協力会社で行うとして、本体での技術継承を放棄しています。

災害復旧体制についても足ロスが懸念されています。従来120区（新幹線15，営業所9，在来線96）および293ヵ所あった保線区および管理室は75技術センター（新幹線9，在来線59，営業所7）・2派出体制とされ、管理室は全て廃止されました。また廃止された管理室に替わって協力会社軌道5社の営業所・事業所・出張所が設置されましたが、その数は管理室数の3分の1の約100ヵ所程度となっており、その差は歴然としています。

施策実施以降、ほとんどの施工業務が「丸投げ」状態となっており、待避遅延・保守用車の分岐器割り出し、ＬＥＤ撤去失念と列車の衝撃事故、また墜落・支障事故が頻々と発生しており、Ｋ協力会社はこれを認め再発防止のために「非常事態宣言」を発しています。施策を実行した担当者も不安を隠していません。

Ｔ協力会社に対してＤ支社担当課長からは、
◇　発注者に対してパートナー会社として「安心感」を与えてほしい。
◇　骨折事故、感電まがい事故、死亡事故、車両破損事故、今度は何を起こす気ですか？
◇　事故を起こすとお互いに損をします、いやな思いをします、疲れます、余分な仕事が増えます、信頼を損ねます、不信感がつのります、お願いだから、もうこれ以上事故を起こさないでください。

と施策を実施した側から協力会社に手紙で訴えるほどの事態です。

能力以上の施策であったことが一目瞭然です。しかし事故多発という事態を受けてとった会社の対応は「協力会社」の棲み分けを懲罰的に変えることでした。懲罰的棲み分けの変更は03年6月の大船渡線が仙建工業からユニオン建設に、また04年8月から成田保線技術センター管内を東鉄工業から交通建設に変更されています。いずれも事故の責任を追及されたものです。
〈入札制度の問題〉

元来保線・土木関係の入札制度は「競争入札制度」でした。特に「バブル」期の汚職関連事件が多発した時代にはその対策が重視されていました。しかし、「設備部門におけるメンテナンス再構築」施策の直前の01年8月、「協力会社」の棲み分けが行われた結果、保線関係の現業機関単位に担当する協力会社が割り当てられ、各現業機関が発注する業務の全てが対応する協力会社1社への独占入札体制となりました。

もちろん一部まれな大規模工事（土木関係の構造物工事）などで、協力会社内に担当技術力がないと判断した場合には、協力会社内の「幹事会社」である東鉄工業が棲み分けエリアを越えて担当することもあります。

その結果、協力会社軌道５社の各支社・現業単位は、＜東鉄工業＞20ヵ所、＜ユニオン建設＞11ヵ所、＜交通建設＞11ヵ所、＜仙建工業＞12ヵ所、＜第一建設＞21ヵ所となりました。

電気関係の入札制度も同様です。日本電設が幹事会社の指定を受けここで案分が行われます。保線同様に「設備部門におけるメンテナンスの再構築」」施策の実施直前に「単価契約制度」が導入され、設備を「輪切り」にして区間や場所を「業者に指定する」ことになっています。

これでは自由競争の原則が崩れるという声が出ていましたが、03年9月28日の中央線高架化工事に伴う切り替え工事トラブルによる輸送障害事故に対して、ＪＲ東日本は「大規模切替工事等検討委員会」報告で「鉄道の信号システムは特殊な技術分野であり、その特性から、実質的には大規模工事を受注できる電気工事会社は3社に限られています。その上その中の1社である当該請負会社（注・日本電設）が事実上、かなりの部分を受注する状態となっており、複数の会社による競争意識と緊張感をもっていない」として「首都圏の当該会社の２分割案」を提起していることでも明らかです。

〈資材管理〉

「資材管理」では、先に指摘した車両と同様の実態にあります。

旧国鉄時代には各現場に災害復旧用資材が一定数量準備されており、準備されている資材の範囲で復旧訓練が行われていました。しかしＪＲ移行後及び「資材管理システム」が導入された以降は「節税対策」から「在庫ゼロ」が取り組まれ、各現場には災害復旧用資材の準備が置かれなくなり、訓練もされなくなっており、一部の支社では危機感を募らせています。

こうした災害復旧資材や予備品に関する問題は設備部関係「保線」の職場にも共通する事象です。
「応急金具」は、レールの折損やキズ等に対処する金具です。「破綻用」と「横裂用」があり、金具を取り付ける「スパナ」と「ジャッキ」などは職場と駅間５Ｋｍ毎に置いてあったのが、ＪＲ移行後は保線区及び管理室に置くようになりました。さらに、「設備部門におけるメンテナンスの再構築」施策以後の今日では、「保線技術センター」と一部の前進基地に置くだけとなっています。しかし「応急金具」はレール折損事故などの復旧に欠かせない必要不可欠の金具です。金具の重要性を認めている会社は年一回「応急金具」の使用方を含めた教育を実施しています。

「災害予備品」では、旧国鉄時代には保線区及び各構内には、本線路に敷設されている軌道材料（分岐器のトングレールとレール）等が配備されていました。しかしＪＲ移行後は保線技術センターの所在地と数えるほどの構内にしか配備されなくなっており、事故が発生すると事故復旧に時間を要する原因となっています。

このように鉄道業には「看板方式」はなじみません。現場の経験を重視し、どれだけ歩留まりに「在庫」を置くかが問題であって、現場の声を大切にする姿勢が求められています。

２、生活関連事業の現状

（１）事業展開の経過

旧国鉄からの52社（資本金総額168億9千万円）をはじめ、1985年から始まった直営事業を引き継いだＪＲ東日本の関連事業は、01年4月現在121社、資本金総額5,611億2千万円に拡大しています。実に33.2倍の成長となっています。

88年4月、関連企業グループの管理・指導をはじめ、新規事業を推進するために「関連事業本部」が設置されました。

関連事業本部を中心に「総合サービス企業」をめざし、それぞれの分野の中核「子会社」「業態別基幹子会社」を設置する一方、経営基盤確立のために100％子会社・地方子会社を「各支社」に設置しました。

90年代に入ると経営環境は大きく変化しました。バブルが崩壊する一方、少子高齢化社会が現実の課題となって、右肩上がりの運輸収入の拡大が望めなくなったこと、経済のグローバル化の中でグループ全体の業績・成長が企業の評価の基準となる環境の変化などグローバルスタンダードに基づく連結決算の時代を迎え、グループ全体の価値を高めることが必須の条件となったのです。

97年には連結ベースの業績を向上させ、グループ全体の価値を高めるために「事業創造本部」を発足させました。企業によって呼称は多少違っても、事業創造本部の任務は「グループ企業全体の開発・管理監督」にあります。
事業創造本部はグループ全体の指針の作成・開発に着手しました。97年から3万人以上の乗降人員の駅を中心とした再開発「サンフラワープラン」に着手し、また98年には財務子会社・ＪＲ東日本マネージメントサービス（略称ＪＥＭＳ＝資本金1億円）を設立してグループ資金の一元管理とグループ全体の財務体質の強化に着手しました。（注3）

95年から始まった関連事業のグループへの移管は、2000年までにＪＲ東日本本体に属していた直営店補全ての移管を完了しました。
また不採算事業の整理統廃合をすすめ、2000年ジェイアール東日本自動車販売、上信越高原リゾート開発、01年八幡平リゾート事業からの撤退など不採算部門を整理しています。特に八幡平リゾートからの撤退では、営業権を「日本ケーブル」（東京都・資本金2億円）に譲渡、ホテル部門約40名、スキー場部門17名の従業員全員解雇という厳しい清算を余儀なくされました（注4）。

注3：　グループ会社資金の一括管理（ＣＭＳ＝キャッシュマネージメントサービス）の体制が確立したことによって、「グループ内取引を現金のやりとりを行わず、帳簿の付け替えで決済する仕組み」と「グループ会社のグループ外への支払い業務をＪＥＭＳ（ＪＲ東日本マネージメントサービス）に集約し支払いを代行させる」仕組みが完成し、外部借入金の削減による支払い利息の削減と振り込み手数料の削減効果を生み出した。

注4：　その後「日本ケーブル」は名称を「八幡平リゾート リゾートスキー場＆下倉スキー場」として02年12月再開した。その際地元を中心に100名のパート、アルバイトを雇用し適正を見ながら正社員として採用するとしていたが正社員として採用されたかどうかは不明。

（２）事業戦略の推移

事業別部門のチェーン店化・集約・再編成は急速に進展しています。

チェーン店化ではホテル業が98年から始まっており、「東日本ホテルチェーン」（メトロポリタンホテルズ・ホテルメッツチェーン・弥生会館・長期滞在型ホテル）が発足し、現在東京地区の再編成計画をすすめています。

清掃整備業では支社内でも複数以上あった子会社・孫会社の全てを整理し、現在各支社1社の12社に集約されています。

また駅ビルでは合併再編成が実施され、02年7月には総武ステーション開発と千葉ステーションビルが、03年4月には4グループ8社の統合が実施され、04年以降も引き続き合併計画が進行しています。

03年2月、物流と商流の一貫体制に向けた再編を開始しています。これまでも支社別グループ会社飲料事業の一元化（99年）、コンビニエンス事業の統合・再編成を行ってきましたが、グループを束ねる専門会社（ＪＲＬＰ＝ジェイアールロジステックプラットホーム＝資本金1億円）を設立し、グループ共通システム（ＳＣＭ＝サプライズチェーンマネージメント）を構築し駅構内物流・商品種別物流の再編成を強力に進めようとしています。

一方、「ＮＦ２１計画」の事業戦略である「ステーションルネッサンス」の展開があります。

97年から開始したサンフラワープランは6年間で360件25万4,000平方メートルを開発していますが、「ステーションルネッサンス」の具体化として「コスモスプラン」は首都圏ターミナルを中心とした大規模開発です。「1日1,600万人が利用する駅を最大の経営資源」と位置づけ、利便性の向上と経営資源を徹底的に活用し高収益化を図るというプランです。そのために03年9月12日「ＪＲ東日本ステーションリティリング」（ＪＲ東日本100％出資、資本金10億円）を立ち上げ、「駅構内開発小売業」を進めることにしています。これまで駅ビルがやっていた「グループ内完結型」営業からグループ外のビジネスを積極的に取り込もうとするもので、当面大宮駅と立川駅で推進するとしています。

首都圏を中心に巨額の設備投資を実施しており、地域経済の活性化、地域共生としての「シャワー効果」など期待と不安が広がっています。特に地域的利便性がダントツであり「高いテナント料」そして「利益の上がらない店舗は即追い出す」という「うわさ」は拡大しており、収入第一を目的とした大型開発との懸念が広がっています。

上野駅はステーションルネッサンスの第一号として華々しくスタートを切りました。会社は「開業１年で目標の120％を達成した」と次のように胸を張っています。
「上野駅の集客力と吸引力が発揮される事によって、アメ横商店街にも『シャワー効果』が見られるようになった。地域活性化策として、地元商店が3ヶ月毎に入れ替わる「粋品小路」の導入など地元との共存共栄、街との共生をめざしている」（『ＥＡＳＴ』03年12月号・夏目副社長談）
「粋品小路」（いっぴんこうじ）とは台東区が上野駅に店舗スペースを確保し、設備を整えた上で出店の機会を提供、地元中小企業・事業者の活性化を目指すというものです。地域商店街のためにＪＲ東日本がテナントを無償で提供しているものではありませんが、120％の目標達成はその結果である、是非そうであってほしいと社員なら誰もが思っています。

02年には人事子会社パーソネルサービス（略称ＪＥＰＳ＝資本金1億円）を発足させました。研修教育業務（動力車乗務員養成を除く）、被服・福利厚生に関する相当量の事務業務を移管しており、03年12月には「早期決算化」に向けた事務作業や出向者管理業務等、今まで人事で扱っていた企画関係の業務についてもアウトソーシング化を図っています。
03年4月には「派遣業」を開始しています。当面は協力会社である「ルミネクリエーツ」の「派遣事業部門」を統合し派遣業を展開していますが、女性社員の「再就職支援制度」（ポジティブアクション）に見られるようにグループ会社全体の契約社員・派遣社員の需要を一手に引き受ける方向性が見えています。会社は04年現在、グループ会社として将来分社化の方向を否定していません。

「ＮＦ２１計画」では「グループマネジメントの強化」のかけ声の下、グループ会社内の大胆な再編成－不採算部門からの撤退とグループ外企業との業務提携－が推進されています。現在はグループ共通システムを構築した物流と商流の再編成とグループ一貫体制の確立、業種業態別の統一的な統合と再編成が行われています。「04年度経営計画」にもあるように各事業別フラッグシップ会社を確立し将来のグループ内企業の部門別再編成の方向性が見えてきています。

すでに、ＪＲ東日本マネージメントサービスによる「資金の一元管理」（ＣＭＳ）は完了しており、グループ企業への監査を一段と強化（リスクマネジメントの強化）しようとしています。

人材育成の面では、経営スクールを中心に02年から進められ、03年度には幹部向け「経営スクール」を拡充し、04年度以降グループ会社間の人事交流を実施しています。しかし、03年9月の中央線高架化に伴う線路切り替え大規模工事の輸送混乱に対する国土交通省の改善命令や社会世論の厳しい批判にさらされ、メンテナンス体制の再構築に対応した安全教育の充実やグループ会社・協力会社と一体となった技術水準の維持向上に関する研修を実施せざるを得なくなっています。

（３）関連事業グループの福利厚生

一方、福利厚生面での共有化は遅々としています。

グループ全体でシニア層の持つ貴重なノウハウを最大限活用できる体制をスタートさせる（01年度事業計画）という施策（シニア雇用機会提供制度）を実施してきましたが、退職予定者で制度活用者は70％前後に止まっており一層の改善と希望者全員の再就職をめざしていかなければなりません。

また「やりがいを実感できるグループをめざす」という「キーワード」を掲げ、「ＮＦ２１」計画では組織内・グループ内の壁を取り払うと高らかに宣言しました。しかし04年度経営計画まで実施又は実施予定の福利厚生は、
◇　提携持ち家融資制度のグループ会社への拡大
◇　グループ会社と共通の不動産提携割引制度・宿泊施設の割引契約施設の拡大
◇　グループ会社社員のクラブ活動参加の推進
◇　グループ会社と共通のオフィスローン制度の拡大
◇　グループ会社社員・家族の「びゅう商品」利用に対する割引
に止まっています。
この「及び腰」の原因は現在の納税制度にあります。「連結納税制度」を導入しなければ福利厚生の共通利用は「寄付行為」に当り「納税の義務」が発生するからです。

以上見たように否応なく「グループ関連事業」は「グループ内の統制」（強力な指導と換言しても良い）の一元化に向かっているといえます。
このような「グループ企業及び社員」に対してどう関わればよいでしょうか。

国労東日本本部は、「地域との共生・共存共栄」と言う観点からの積極的な提言を、また「グループ会社へのコンプライアンス（法令遵守）」・「共通する労働条件・福利厚生の共有化・集団的労使関係」等を求めていきたいと考えます。

また「社員・家族幸福を実現する働きがいのある企業作り」や「やりがいの実感できるグループ経営の創造」に見合う体制構築についての会社自体の積極的な取り組みを強く求めていきたいと考えます。

３、教育・訓練の現状と検証
欧米と違い公共の施設による職業訓練が脇役的な存在である日本では「まっさらな」状態の労働者を採用し（看護士や社会人採用など一部に例外はある）、その後企業内教育・研修・訓練を通じて会社の必要とする労働能力を身につけさせることが一般的となっています。

新入社員教育に止まらず、昇進のための教育・訓練に、また各種認定制度も全て企業内の教育・訓練に依存しており、当該企業以外に通用しない（あるいは通用させない）ことも度々目にします。その意味では企業に社員の労働能力を高める社会的責任があります。それはＪＲ東日本会社も例外ではありません。

（１）社員研修の現状

ＪＲ東日本の研修は以下のようになっています。

入社1年目――入社式及び新入社員研修、基礎技術研修（技術系１年目）

2年目――「フォローアップ研修」、研修期間は建築・機械・土木が2日間、車掌が3日間、営業4日間、検修5日、保線7日、電力・信号通信が10日間

4年目――「ブラッシュアップ研修」、研修期間は車掌・旅行業・運転士・検修・土木・建築・機械が3日間、営業は4日間、保線・電力・信号通信が10日間

6年目以降――「ブラッシュアップ２研修」は研修期間が2日間、その他に40才未満の主任職など社員を中心とした「実践管理者育成研修」（研修期間20日＝100～200人程度）、運転士や車掌などの乗務員養成、昇進試験合格者研修、新任現場長研修、新任管理職研修等

しかし、旧国鉄とＪＲとでは、ライフサイクルが大きく違っていること、職場の訓練、教育の仕方が大きく変化しました。

まず「鉄道事業配属採用者」のライフサイクルが明確になったことです。理由は幾つかありますが、最大の理由は「運転士」要員の育成が緊急を要したこと、「私鉄並」を標榜し「何でも出来る社員」づくりが根底にあったことがあげられます。

駅・検修・設備→車掌→運転士は当初厳しく運用され、「駅・検修・設備」業務1年6ヵ月間、「車掌」業務1年6ヵ月間、4年目には「運転士」となっていました。

現在はライフサイクルの基本を維持しつつも緩やかな運用になってきました。「運転士」要員が充足したことや駅等業務の充実（基本の充実）、首都圏営業関係の要員事情等から、「運転士」→「駅」の逆サイクルが奨励され、04年4月採用者からは駅業務・車掌業務従事期間を各々2年に延長し、「運転士」になるのは5年目となりました。これは旧国鉄時代の上位職登用受験資格と同じくなった事を意味します。その点では03年9月に提案された「乗務員養成時期等の変更及び鉄道事業配属採用者の運用」は「ＮＦ２１計画」での一歩前進といえます。それだけ危機意識を持った表れかも知れません。

（２）職場の教育・訓練の現状

職場の「教育・訓練」についてはどうでしょうか。

旧国鉄時代とＪＲ移行後の決定的な違いは何かと言うことに尽きますが、車掌・検修・運転士教育の違いと現状について考えてみます。

①車掌

「車掌業務」についての教育は次のようになっています。
旧国鉄時代では指導要綱等は特になく、日々の指導項目等を書いた日誌を提出していました。しかし必ずベテラン車掌がついていました。見習いが独り立ちした後、知らないことがあったり失敗したときに「お前の指導者は誰だ」と聞かれるので、指導する方も勉強して恥をかかないように指導していました。ＪＲに移行当初は各区・各支社で「指導要綱」を作り、それをもとに指導していました。現在は02年4月、ＪＲ東日本本社が「車掌見習指導要綱」を作り統一した指導をしています。同時に「現場」ではもっと噛み砕いた「指導要綱」を渡しています。しかし「経験・能力」より東労組中心の人事がまかり通り、指導する側が内容をよく理解せず、また経験の浅さに比例して技能に深みがなく、指導を受ける者も理解できずにいるのが実態です。

「新人車掌」の現場実態として次のような報告が寄せられています。

◇　電車と気動車の解結作業があるが、切り離しの確認をしない。

◇　夜間帯の解放作業の見習をした際、合図灯で教えられたので、日中帯でも合図灯を使って解放作業をしていた。

◇　尾灯の確認を誰がやるのかわかっていない。

◇　始発点検が必要なこと、又何を点検するのか教えられていない。

◇　赤で発車合図をかけ、運転士から「まだ赤だぞ」と言われたのに対して、「青になったら発車して下さい」と言って平然としていた。

◇　遅れて運転している列車で、途中駅の停車時間を平常運転の時と同じ停車時間をとって平気でいる。

など、ベテラン車掌が退職した後、この会社はどうなるのかと不安を隠していません。

②乗務員

乗務員養成については次のようになっています。
旧国鉄時代の運転士は、運転助士や検修あるいは構内と職種は違っても、運転職場に4年以上在籍したものが約半年の教育期間と更に半年の運転見習期間を経て乗務員となりました。

ＪＲ移行後は、駅に1年6ヶ月、車掌に1年6ヶ月と違う職種を経験し、4年目には運転士というコースになっています。そして約3ヶ月間の教育期間、約半年の見習を経て乗務員となります。しかし「新人」の運転ミスが続いたことで運転士発令後の3ヶ月間についても教育担当の運転士が乗務しフォローすることになりました。そのため、広義の見習期間は旧国鉄時代と同程度の養成期間となっています。しかし線路や車輌へのなじみ具合には相当の開きがあります。「私鉄並」「何でも出来る社員」の教育方針で担当範囲が広く複雑なマンモス輸送機関にあっては「線区」の把握、状況の熟知した人が育たない結果となっています。

③車両検修

また車両の検修業務に携わる「車両検修」の技術教育・技術の継承については、旧国鉄時代は「職制」に合わせ登用前の学園教育の他、職場内教育として「実作業面の技能習得」を柱に行っていました。

常磐線の松戸電車区では、新規採用者に対して職場の検査長が新人教育の担当者として業務に精通した検査係を指定し、新人は指定された検査係と一緒に作業しながら技術習得する、いわば親方（徒弟制度）のような仕組みで行われていました。最初は交番検査業務、ついで電気、機械、上回りの順で見習い兼技術習得をそれぞれ約2年程度かけて行い、交番検査業務で一人前と認定されるには約６年程度の期間が求められていました。一人前の技量を兼ね備えているかどうかの判断は、上位職である「検査係」の受験が出来るかどうかでした。その場合、「検査係」の試験に向け、検査長立会での模擬試験を実施し、実力判定を行うなど電車区全体の取り組みが行われていました。

ＪＲ移行後の「車両の検査修繕」に関わる技術の習得、技術継承の進め方は大きく変化しました。何よりも、個々人の業務知識は事実上度外視され、現場長から指定された者が新規採用者に対する指導を担当します。しかも早ければ車両の検査修繕の業務経験2年程度でも指導担当となります。新規採用者に対しては電気、機械、上回り検査の各パートナーを約1ヶ月間の見習いを順次行い、約3ヶ月で全てのパートの見習を終了し、新人に自信がなくとも一人前と見なされて業務に従事することになります。旧国鉄時代のような技量判定の考えもなく、全て時間によって判断しています。また旧国鉄時代には新規採用者の教育担当の検査が了承しない限り職場の検査長が一人前と認めない職場のルールとなっていましたが、ＪＲにはそんなルールはありません。ＪＲ東日本には旧国鉄時代の技量判定に近い方法としては新入社員が昇進制度に基づき「車輌係ー検査係」の昇進後に「競技会」へ参加のため「実車訓練」「打音」「電気の流れ・配線」について模擬試験が行われています。しかし全員対象とはなっていません。採用を中止していた年齢的な技術断層に加え大量退職時代を迎え、今後の車輌の検査業務の向上、技術の維持・継承が深刻な問題です。

（３）「技術力継承」の現状

中央線高架化工事に伴う線路切り替え大規模工事の反省点として、信号通信関係者の技術力の低下が指摘されました。

「支社から見て心配は電気系統である。ブラックボックス化しており、新装置のヒューズ一つ取り替えられない。今までは乗務員中心の採用だったが、これからは電気・車両の技術屋を採用し教育する必要がある」（仙台支社運輸現場長会議04年2月）と反省しきりですが、この深刻な現象は電気職種に限らず全ての職種に言える事ではないでしょうか。

その原因は「知識・技能」を均等に重視した旧国鉄時代の「教育・訓練」に対して、「知識偏重・技能軽視」とＯＪＴ教育が「インストラクター」の教育もせず全て東労組重視の偏重人事による指導体制で行われていることにあります。

ＪＲ東日本の職場では「マニュアル通りの仕事しかできない」「マニュアルがないと仕事ができない」という声が大きくなっています。これは経験が少なく、「五体・五感を通してマニュアルを習得」（技能）できていないからではないでしょうか。

昇進試験制度の差別的運用は「知識偏重・技能軽視・従順優先」の職場風土を生み出す強力な推進力（武器）となっています。ＪＲ東日本の「安全安定輸送・利用者へのサービス」を破壊するウイルスの一種と言っても過言ではありません。

本来、マニュアルは実務経験の仕事の「ガイドライン」や「チェックポイント」を示すモノであり、それ以上でも以下でもありません。「マニュアル」は会社が現場の仕事を分析し、仕事のやり方をある時点で切り取り、それを交通整理し集大成したものであり大切な材料であることは間違いありません。しかし「予期せぬ事態」や異常事態には対処できません。

結局、現場の労働者は自分の経験・技能を駆使して仕事を遂行しているのが実体的な現実であり「マニュアル」にはその力はないのです。だからといってマニュアルが不要だとか知識は必要ないと言っているのではありません。「現場の実際の仕事」よりも「机上のテスト」を重要視する「知識偏重」が問題だと言っているのです。しかしＪＲ東日本は「マニュアルありき」で仕事と社員を管理しようとしています。仕事の実態よりも「マニュアル」通りにやられているか、管理者の言うとおりに仕事を回しているかが問題視されています。

これでは安全安定輸送を支え、輸送サービスが向上するとは思えません。

中央線高架下線路切り替え工事事故によって世論の厳しい批判を浴びていた03年11月30日、日本経済新聞の「ＳＵＮＤＡＹ  ＮＩＫＫＥＩ」の欄に『「機械より技量」あえて手動を残す』と題して次のような記事が掲載されました。


最新技術の導入や機械化に躍起になる鉄道会社が増加する中で、あえてその流れに逆らう会社がある。主要駅に「運転係」を残し、ポイント切り替えなど手動でする仕組みを維持する京浜急行電鉄だ。「各担当は普段から機器の操作に慣れているため、事故発生時も迅速に対応できる」（運転車両）と胸を張る。6年前、豪雨で崩れた土砂の上に電車が乗り上げ脱線する事故が発生した。コンピューターに依存している鉄道なら一時的に全線で運転を見合わせるところだが、同社は途中駅での折り返し措置をとったのみで都営地下鉄との直通運転も継続、ダイヤの乱れは最大で十分以内に収めた。ＪＲのＯＢである永瀬和彦・金沢工業大学教授（鉄道システム工学）は「人間の優れた感覚と経験に裏付けされた技量や職人芸を軽視してはいけない」と強調する。


ＪＲ東日本は他の私鉄とは比べられないほど巨大な規模とシステムを持つ企業であり一概に比較はできませんが、警告されていることを他山の石とすべきではないでしょうか。

４、｢ＮＦ２１計画｣による職場構想と検証

「ＮＦ２１計画」では、「働きがいの創造」と「活力の創造」を目標に、「やりがい」を実感できるグループ作りをめざすことや組織内・グループ内の壁を取り払うことを掲げ、そのために社員に対しては主体的な変化への挑戦や自己啓発を求めています。

社員に求めるばかりでそれにふさわしい処遇や労働環境が伴わなければ対等の契約関係とはいえません。

現状の労働環境や労働諸条件の検討を通して「働きがい」や「やりがい」のある職場となっているかどうかを検証します。
（１）職場の現状と将来構想
「ＮＦ２１計画」期間中、単体では自動化・機械化、システムの導入を図る一方、業務委託施策を強力に進めています。現状と会社の掲げる構想を検討します。
①駅関係
「ＮＦ２１計画」における駅や営業職場の現状と構想は、次の通りとなっています。

○　出改札業務は機械化・システム化で業務を大幅に簡素化する
－　自動改札機の導入及び地方への拡大、指定券自動発売機（ＭＶ３０）の導入拡大、券面確認機を設置しモニターを操作・確認できるようにし有人通路を閉鎖する。遠隔地へのマルス端末による発券、オープンカウンターや兼掌窓口の拡大。一方、社員からお客様に直接するサービスマネージャーを新設配置する。なお、この職種は機械化・システム化の進捗度合いで最大900名程度に拡大する。

○　車掌業務についても車内検札の省略、普通グリーン車検札の業務委託、ライナー券発売の業務委託

○　運転業務
－　駅を介さない運行システムの拡大として、東京圏輸送システム（ＡＴＯＳ）の導入拡大、ＣＴＣ線区の拡大。貨物会社との受委託解消。ＩＴＶの導入拡大による列車扱い・客扱いの省略。通勤対策要員のテンポラリースタッフ化。

○　社員が従事すべき業務の明確化、駅業務などの業務委託の拡大・深度化

－　シニア対策によるノウハウの有効活用。線間清掃や非管理駅のポイント清掃・自動券売機の締め切りや駅内の現金運搬・集計業務

○　雇用形態の多様化。

－　契約社員化・派遣・パート化、女性社員の職域拡大。

○　ライフサイクルの見直し
－　駅→車掌→運転士を運転士→駅・輸送等体系的に見直しをはかる。

また会社は、ＪＲ東日本の1,700駅のうち有人駅700駅を対象に「大・中・小」規模区分を行ったうえで、その具体的な構想を次のように示しています。（表6）
表6
ＪＲ東日本の考えている「営業業務体制」の将来構想のイメージ図
	
	出　　札
	改　　札
	輸　　送
	サービスマネージャー

	大駅
	○１コーナー当り２窓

○指定席自動券売機

○券売機室、精算機室等

－遠隔管理システム
	○本屋口のみ有人

○Ａ口→遠隔監視システム又は業務委託化

○現金回収、券紙補充を業務委託化

○スイカ対応自動改札機
	○コスモス、ＡＴＯＳ、ＣＴＣ導入

○ポイント清掃業務の委託化

○線間清掃の業務委託化
	○

	中駅
	○１窓

○指定席自動券売機

○発売機室、精算機室等

－遠隔管理システム
	
	
	△

	小駅
	○１窓又はリモートマルス。
	○現金回収、券紙補充を業務委託化
	○ＡＴＯＳ、ＣＴＣ導入

○ポイント清掃業務の業務委託化
	×

	
	○業務委託化
	
	

	記事
	契約社員導入の検討


②運転・車両
車両メンテナンスプロジェクトを中心に「車両メンテナンス近代化計画」が策定されました。メンテナンスの目指す方向としては、
○　車両の信頼性の向上
○　車両ライフサイクルコストの低減
○　働きがいのある車両メンテナンス業務、を掲げて

・　約1万3,000両（電車・新幹線1,149、在来線1万792、気動車など1,557）の車両等の近代化
・　7カ所の工場等と42カ所の運転区所のメンテナンス設備（検修基地・設備）と検査方法の抜本的改革（たたく、バラスから部品単位の使用状況に応じた保全体系に）
・　これらの施策を通じて３Ｋ「きつい・汚い・危険」業務を一掃すると同時に車両の一元的管理と工場と検修区所の一元化を図り、「働きやすく働きがいのある業務を達成する」としたものです。

このもとで、「ＮＦ２１計画」前・中期の施策としては、

○　209系を中心とした手の掛からない新系列車両の開発
○　新保全体系（02年4月実施）により従来の画一的な検査体制から装置の性能にあわせた検査体制への移行

※　省令改正に基づくもので、鉄道事業者の責任による安全性の確保となったため機能保全・装置保全（指定保全と装置保全）・車体保全体制に変更された。

○　グループ会社と一体となった業務体制の構築（01年6月実施）
※　車両検修業務（車両の交番検査・車両添削業務とその附帯業務・ＡＴＣおよびＡＴＳ特性検査業務・事故復旧に関する業務・消耗品取替えなどの業務）がグループ会社に委託。また、構内入れ替え業務（作業ダイヤ単位での入換業務・誘導業務・車両の解放・連結に伴う業務・構内計画業務・その他構内に関わる業務）もグループ会社に委託される。
○　車両メンテナンス近代化（第Ⅲ期・03年5月提案）
※　運転区所の統廃合および首都圏3工場の役割見直し
－　大井工場は新系列車両に集約、大宮工場は通勤・近郊型車両および特急車両に集約、鎌倉総合車両所は06年3月までに工場機能廃止。首都圏の運転区所については1線区1区所に再編成。

※　保全一元化
－　車両管理体制の一元化、現業機関の共通名称への変更（総合車両センターおよび車両センター）、総合車両センターをマザーベース化し情報のネットワークと技術のグルーピング化をはかる、大井工場と山手電車区を統合し「東京車両センター」を新設。
※　新たなライフサイクルの構築
－　新規採用者を１年間総合車両所に配属・教育した後、車両センターに配属する。
などの施策を実施しています。

③保線・電気

設備関係における最大の課題はなんといっても「設備部門におけるメンテナンスの再構築」施策でした。
会社は「ＪＲは設備管理の技術者集団、パートナー会社は施工に関する技術者集団に専門特化して、企業グループ全体で高いレベルの技術と安全を実現できる体制を築く」として、保線業務の検査・調査業務、ＭＴＴ作業を中心とする機械グループ業務など施行業務全般（保線・機械グループ・土木・建築・機械・新幹線・電力・信号・通信）を協力会社に業務移管しました。

この施策は「専門特化」の名の下に「施行部門」と「管理部門」を区別し、また機械・機器による数値で管理できる検査業務と施行業務の全てを協力会社に移管したものです。
「設備部門におけるメンテナンスの再構築」施策によって3,312名の要員削減が実施され、そのうち2,503名の社員が協力会社に出向となりました。
心配していた「技術の継承」について会社は、「管理業務を通じて技術の継承はできる」、「技術の散逸防止」の名の下に協力会社で継承体制を図るとしていました。しかし協力会社が担当する施行技術が拡大することはあっても、技術の習得・継承は困難であり、施行技術の継承体制を全て協力会社に託し、ＪＲが責任を持たない体制であることがはっきりしてきました。
何故なら「プロパーの採用・養成状況」からも、また協力会社は「目の前の仕事をいかに早くこなすかが日々の課題」であり、技術を伝える余裕など無いからです。一方技術センターで働く社員も検査調査で上がってきた調査結果を生きた現実に触れもせず解析するだけでは「全く働いた気がしない」し、「ＪＲ本体・メーカー・施行会社」ともに技術力の低下は必至という他ありません。

④ＪＲバス

バス関係では、02年2月「総需要調整策」が撤廃され、事業の参入撤退が自由化されました。その結果、03年2月末までに30社が新規参入して苛烈な競争を繰り広げています。ＪＲ東日本管内ではジェイアールバス東北内の秋田および岩手県内の十和田南・遠野・岩泉、福島県内の川俣営業所から路線バスを撤退しています。いま、各バス会社は路線バスからの撤退を進める一方「高速バス」にシフトして会社の生き残りに必死となっています。しかし競争の現実は運転士の過酷な労働を強制しており、事故を誘発する環境を作り出しています。

03年8月16日、Ｆ氏が東名高速道路で酒に酔って運転したとして道交法違反で逮捕、後日懲役２年の実刑判決が言い渡される事件が発生しました（現在執行猶予を求めて控訴中）。裁判所が「法が想定しうる最悪の事件」と弾劾したように、多数の人命を危険にさらすなど許される行為ではありませんが、10日間も家にも帰えれず乗務する労働条件には同情と同時に強制していた会社に怒りを覚えます。
Ｆ氏の交番表と乗務行路については資料3のとおりです。
資料3
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※　「ＡＢＣ（Ａ）ＢＣ」型の勤務は一時社長の意向で廃止することにしましたが、繁忙期には一部に復活しているといいます。

⑤社員数等の変動

「ＮＦ２１計画」期間中に実施された施策と社員数の変動を網羅して示したものが表7「社員数等の想定と施策の動向」です。
01年4月から04年3月末までに要員数で6,518人、人件費449億円を削減した反面、物件費の増加が目立っています。中でも「業務費」は869億円の大幅な増となっています。これは機械化・システム化・自動化及び業務委託費用が増えたことを意味しています。それだけ急速に自動改札機・自動券売機等の導入が進められたともいえます。

自動化では「ＮＦ２１計画」中に、「新幹線車内改札システム」「ＭＶ３０」「車輛メンテナンス近代化第Ⅲ期」等の施策が実施されています。特に「ＭＶ３０」は04年4月現在、水戸支社を除く12支社77駅、92コーナー、221台が導入されています。これは更に拡大するに違いありません。「ＭＶ３０」設置に伴いサービスマネージャーが駅頭に配置されました。「ＮＦ２１計画」の営業職場の将来展望にもありましたが、ＪＲ東日本会社は「安心して駅を利用でき、不安なお客様には社員の方から接していく」として、「お客様と直接する職種」（サービスマネージャー）が一番大事なポジション、次に改札業務、出札は機械に置き換えるとしており、将来900名を配置する計画だとしています。

01年11月、東京駅を始め６駅に配置された「サービスマネージャー」は「ＭＶ３０」の導入拡大とともに04年4月現在28駅86名に拡大しています。

「顧客第一」とは「お客の身になって考える」ことに尽きます。会社は「顧客第一」とは総合的なものだと反論するかもしれませんが、お客のセルフサービス化をすすめ、出札・改札職場から社員の姿を小さくしていくことが果たして「顧客第一」といえるのでしょうか。
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（２）人事諸制度の現状と検証
①出向制度

「出向」については、「ＮＦ２１計画」の段階で「57歳原則出向」が廃止されたこと、現在1万2,000余名の出向を施策として実施していることが特徴です。そこでは「人材育成」の考えを残しつつも、余力の活用・グループ会社や100％子会社の管理部門への出向、「設備部門におけるメンテナンスの再構築」のように、技術管理部門をＪＲ本体に残し、施行管理部門や機械等により数値で管理できる検査業務の全てを協力会社に移管してそのまま出向させる方策、シニア雇用機会提供制度によるシニア対策が大きな比重を占めています。

出向施策はグループ企業間で人材を有効に活用する一方、双方が人件費の配分を通して人件費の削減効果を生み出す「うま味」があります。ＪＲ東日本会社は年間約500億円という当期利益の半分に匹敵する「出向分担金」を収入として得ています。

今や出向施策はＪＲ東日本にとって無くてはならぬ施策と言って良いでしょう。そうであれば出向者の労働条件の改善に取り組むべきです。休日日数の格差是正や「37時間30分を越える場合の賃金の特別措置」の見直しも求めたいと思います。

特に「出向先における１週平均労働時間数が37時間30分を越える場合の賃金の特別措置に関する協定」の見直しが必要です。

ＪＲ本体が年1,882時間30分以上、1週37時間30分を越えれば全て「130／100」（Ｂ単価）となるのに、出向者は年2,080時間、1週40時間を超えないとＢ単価とならないのは不合理だからです。出向手当2万5,000円は廃止されておりＪＲ本体と同様の時間数に超勤単価の是正を求めていくことが必要ではないでしょうか。

②業務委託

「業務委託」は「ＮＦ２１計画」の中心的な施策として強力に実施されています。３Ｋ職場に止まらず、何処まで行くか想像できないほどの拡大であり、安全安定輸送を維持する面から、また将来の雇用問題に直結する重要課題です。

従来、管理業務や現金取扱等については業務を委託するなど考えられませんでした。しかし「ＮＦ２１計画」では、入金機の回収、首都圏における業務量の低い出改札業務、非管理駅の改札業務、乗車整理券発売、車内検札業務、駅後方業務、会社の顔にもなる「お客様相談センター」、宅配オペレーションセンターへと拡大しています。また02年に人事子会社パーソネルサービス（ＪＥＰＳ）を発足させた以降は教育業務・被服・社宅などの研修・福利厚生、出向者勤務実績管理事務など相当量の管理事務業務まで委託しています。また運転取扱に抵触するポイント清掃業務の委託が02年から千葉・仙台支社で実施されています。
さらに、04年10月からは「湘南新宿ライン」120本、「宇都宮・高崎線」270本に「普通グリーン車両」を連結すると同時に、グリーン車掌業務を「日本レストランエンタープライズ」（ＮＲＥ）のアテンダントに業務委託することになっています。これらの施策は更に拡大し、05年度までに東海道線260本・横須賀線210本・総武快速線290本の「普通グリーン車」車掌業務をＮＲＥに委託することになっています。運転車掌を経験し専務車掌・車掌長（旧国鉄時代）コースは車掌としてのステータスでした。

ＪＲ東日本は事あるごとに「車掌はＪＲの顔で旅客と接する第一線の社員だ。普通グリーン車掌は花形で誇りを持って接客に当たること」を強調してきました。確かに「グリーン券の検札に関わる業務と簡易な案内業務などの専門知識を必要としない業務に限定した」（ＪＲ東労組機関紙「緑の風」369号）としていますが、それでは車掌業務を誰がやるのでしょうか？新たに車掌要員が配置されたわけでもありません。車掌の技能に依存するサービスはこれにより確実に低下すると言わざるを得ません。またその苦情は駅社員に向かうことになります。これらの施策は将来の雇用のあり方、ＪＲ社員の仕事と誇り、輸送サービスのあり方に疑問を投げかけています。

業務委託の現状は表8のとおりです。

表8
[image: image3.png]J RRBEFDHBET

(0458, BHRBAEKERAE)
MWk, BE1ER] (03FES5A~04E58) DED,
() AO¥EF. NF 21:51@H8/P (01 E~044F) DED,

SRBAE DEIEEIT B EBIR ORISR o
M ismm | BRMRN | BNANE | HERTE | BEEEE | Bnann |
% | 6 (14) |13 (88) 2 (2) 1 (2) 2 (8) 1 (1)| 15 (90)
B AL 3(6)| 7 (16) 2 (3) 1 (1) 6 (6) 1 (1) | 13 (22)
WE%# |16 (28) 59 (87) 4 (5) 147 (50) 2 (2)|106 (137)
S8t 11 32 1 2 9 1 41
St 4 15 1 15
kE%i | 2 (13)]10 (53) 1 (1) 1 (1) 6 (6) 1 (1)| 16 (509)
T | 1(86)| 2 (37) 2 (37)
RRZxt 4 (4) 124 (24) 4 (4) 5 (9) (13 (23) 2 (2) 37 (47)
R 3 4 1 1 1 4
ANEFEH | 3(17) |15 (70) 1 (3) 2 (2) 11 (11) 1 (1) | 26 (81)
K=t 1(5)| 3 (13) 1 (1) 3 (3) |12 (18) 1 (1) 15 (31)
E% %At 1 (4) | 2 (24) 1 (1) 2 (3)] 6 (11) 1 (1) 8 (22)
@st% | 55 (195) 186 (463)| 19(22)| 21(29)[112(140)| 12(12)]|298 (586)

MRSt () ROBFIE. 8 - Bl - AL ZIALZED,





③地域間異動

01年2月「地域間異動」制度にも変化がありました。
運用見直の背景には、当初2巡目開始後10年間で余力が解消できるとしていた目論見がはずれ、上信越・東北エリアに2,000名の余力が残る一方、東京圏営業部門で500名の欠員が生じることから「要員需給」を行うというものです。内容は、

・　異動対象者をシニア社員、平成採用者、車両職、希望する2巡目経験者にまで拡大する

・　期間1ヶ月間の教育期間として前延長、冬期対策要員調整として2～3ヶ月程度延長し、今後の冬期間の発令はしない

・　2年更新を前提に最長14年に延長できる期間延長を行う
・　2巡目の特例措置を変更し、異動期間中に月額6,000円を支給する

というものです。

家庭事情が尊重されない、希望する地区に戻れないなどこれまでも不満が多くでていましたが、要員事情が逼迫する中でこれらの傾向が一段と強まっています。いかなる制度も公正さを欠いてはなりませんし、個々人の希望や家庭事情を十分に参酌して運用することが必要不可欠です。引き続き改善を求めていきます。

④シニア諸制度

「ＮＦ２１計画」が始まった01年4月から「シニア雇用機会提供制度」の導入と「ニューライフプラン休職制度」「早期退職制度」の改正という大きな施策を実施しています。この施策は「ＮＦ２１計画」の中心をなす施策であると同時にポスト「ＮＦ２１計画」を貫く柱と言っても過言ではありません。

「シニア雇用機会提供制度」は年金支給開始年齢の段階的引き上げに対応し、60才定年退職後の雇用の機会（あくまでもチャンス）を会社が責任を持って提供する制度です。契約期間は１年で年金満額支給年齢まで更新は可能で、賃金は「在職老齢年金＋高年齢雇用継続給付金＋再雇用賃金」で構成し、地域における最低水準を上回るものであるとされています。また労働時間はフルタイム（40ｈ／週）、ハーフタイム（20ｈ／週）を設定し、自由に選択できるものとしています。この施策を実行するに当り、ＪＲ東日本は「最低水準の賃金を上回る雇用先の確保、希望者を上回る雇用枠を責任を持って確保する義務を持つ」と同時に、組合に対しても「業務委託」施策等への協力（個々の施策については協議することになっている）を求め、就業規則の改正ではなく「労働協約」の締結を持って扱うというものでした。

また57才原則出向と55才以上の出向者に対する特別措置（出向手当2万5,000円）の廃止、「ニューライフプラン」についてはＡ・Ｂコースを廃止し、そのかわり休職期間１年、退職時特別加算金300万円を支給する55・56・57コース、退職時特別加算金100万円の58コースに改正しました。その際、55才以上の在職条件・賃金の減額支給を55才では85％を90％に、57才では78％を80％にそれぞれ引き上げられました。

また、退職優遇制度は03年4月に更に見直しが図られ、55才前の早期退職割増制度を率から定額に置き換え、また55才退職特別加算金を200万円引き上げ700万円と改正しています。そして退職慫慂の手段として、東北・信越エリアの55才・57才時退職者への特例措置（3年間の時限措置）として、それぞれ700万円・500万円を支給する措置が取られています。（表9）

表9
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それでは何故01年4月の段階で「シニア雇用機会提供制度」を立ち上げ、「57才原則出向」廃止等の施策を実施したのでしょうか。
その答えは先に掲げた「社員数等想定及び施策の動向」（表7）を見れば明らかだと思います。
ＪＲ東日本は01年から05年まで5年間に1万7,000人、その後5年間で1万4,800人が退職年齢を向かえることは社員構成からも明らかでした。しかも一方で新規採用者を大量に採用することは再び「いびつな社員構成」の心配が生じることから施策の検討に入ったと推認できます。すなわち、
・　良質、熟練かつ有能な労働力を安価に活用できる体制の確立　⇒　グループ会社等へのシニア再雇用機会提供制度による人材の供給
・　57才原則出向を維持した場合には05年度の段階で「鉄道事業＋旅行業＋生活サービス事業」（標準数）を維持できなくなる　⇒　57才原則出向廃止

という現実の上に立っての施策だったと言えます。
このように「ギブアンドテイク」の施策である以上、再雇用を希望する全員の雇用と雇用条件の改善はしごく当然といえますが、現状では再雇用機会提供制度の応募者数が対象者の69％に止まっているように魅力あるものとはなっていません。（表10）
表10
再雇用機会提供制度の実績（２０００年度～２００３年度）

	
	2000年
	2001年
	2002年
	2003年
	合　　計

	①退職者数
	1,320
	1,514
	1,728
	1,954
	6,516

	②希望者数
	1,080
	1,157
	1,24
	1,446
	5,107

	③再雇用枠
	1,200
	1,297
	
	
	

	④第１次応募者
	901
	970
	1,241
	1,294
	4,406

	⑤第１次受験者
	894
	966
	1,241
	1,281
	4,382

	⑥第１次合格者
	819
	907
	1,158
	1,169
	4,053

	⑦第２次応募者
	32
	23
	30
	71
	156

	⑧第２次合格者
	7
	7
	9
	35
	58

	⑨最終合格者数（⑥＋⑧）
	826
	914
	1,167
	1,204
	4,111

	応募率　⑤／①
	67.7％
	63.8％
	71.8％
	65.6％
	67.2％

	合格率　⑨／⑤
	92.4％
	94.6％
	94.0％
	94.0％
	93.8％


⑤「成果主義」の導入

「人事制度」については、鉄道事業では「長期雇用システムを前提としつつ人事制度全体の再構築」を掲げ、人事・賃金制度の見直し、採用区分・ライフサイクルの見直し、雇用形態の多様化を上げています。また生活サービス事業では、フランチャイズ制の定着、出向先基準の導入検討、業務評価制度の導入、ベンチャー制度の充実、グループ内の人材公募を進めることを上げています。

本社管理職全員と支社部長職などには「成果主義」による目標管理が導入されています。更に03年4月複線型人事制度として「研究職制度」が導入されています。また従来あった参与・参事・副参事等の呼称をやめ、上級管理社員・管理社員に改正し、5段階に区分し「範囲給」が導入されています。「年功主義」を打破するという観点からの制度であると言われていますが、4年間同一の資格等級に止まると“成果を上げることができなかった”として昇給が1号俸逓減され、以降現状を変えることができなかった場合は最終的に「昇給はゼロ」になると言われています。

一般社員に関わる「人事」関係では、98年2月に「駅→車掌→運転士」のライフサイクルだけだったのが「運転士→駅・輸送係・指令」への道が制度的にできました。またライフプランの多様化に対する選択肢の拡大の一環として、03年4月には、①介護休職期間満了後の退職前提休職、②ボランティア休職制度、③子の介護のための休暇制度が確立しています。
また04年4月には女性社員へのポジティブ（前向き）アクションが実施されています。

（３）女性社員の動向

会社は、「ポジティブアクション」とは女性が活躍しにくい環境を解消し、女性の活用をはかる自主的・積極的な取り組みであり、採用後短期間で退職する女性社員の再活用、女性が長期間働き続けられる環境整備を行うと説明しています。具体的には、以下のような制度となっています。
・　女性の採用割合を20％以上に拡大する

・　職務の拡大、原則として男性社員と同様の運用を行う

・　育児休職期間を保育園の入園時期を考慮し2年間とする

・　再就職支援制度の導入

・　育児費用の補助

・　女性管理職等社員を増加させる施策・制度の確立

特に「ポジティブアクション」の目玉は「再就職支援制度」にあると言われています。制度としては、

・　勤続年数3年以上の社員で結婚・出産・育児・配偶者の転勤を理由に退職した者が対象となる
・　原則として退職時に人事子会社ジェイアール東日本パーソネルサービスに再就職支援希望の登録を行う、尚首都圏5支社以外は地方子会社に登録する

・　退職後8年を経過した段階で登録は終了する

というもので、ＪＥＰＳが行う派遣業を支援しグループ全体で有効活用するという考えではないでしょうか。

しかし「ポジティブアクション」で重要なことは、形式的な施策に終わらせてはならないことです。2年間休業が可能であっても後補充が無ければ休みづらい、周囲からは「あなたが休んだおかげで仕事がきつくなった」等、逆の立場に立てば大変なことです。しかも子供は１人とは限りません。育児休業は数年に及ぶこともあります。また職場復帰の際は職場環境が激変していることもあります。スムーズに復帰するためには職場環境に慣れるまで一定の教育期間も必要になります。

年次有給休暇の時間単位の取得や24時間保育所など育児を経験した女性社員からは様々な要求が寄せられており、解決しなければならない課題があります。当面解決しなければならない課題、引き続き充実させていく課題を整理した行動計画の策定とその実行が求められています。
1999年4月「男女雇用機会均等法」が改正され、セクシュアルハラスメント制度が確立し、本社・支社人事課・勤労課等に相談窓口が設置されました。

しかし職場での取り組みは希薄なうえに乗客からのセクハラには全く無頓着という他はなく、「顧客第一」という現実の中で全く野放しにされています。
『お客様や取引先から受けたセクシュアルハラスメントの場合には早い時期に相談しましょう。個人の対応では仕事を巻き込んだトラブルに発展しかねません』（ＪＲ東日本パンフレット・「職場におけるセクシュアルハラスメントの防止に向けて」）
と言っていますが、現実は社員の人権を守るという視点が欠如していると言っても言い過ぎではありません。

労働契約は市民的契約と同様に対等であって「無制限の責任」が発生するわけではありません。会社は労働契約上社員を守る義務があります。制度は会社の全面的なバックアップがあって初めて生きてくるものです。職場の雰囲気・風土の改善にむけた啓蒙活動、「ポジティブアクション」を支える実質的な保障、取り組みが求められています。

（４）ＪＲ職場の労働災害

①ＪＲ社員

ＪＲ社員の労働災害件数は表11のとおりです。

休業件数は一時70件台に低下しましたが、「ＮＦ２１計画」期間中増加傾向にあります。死亡件数が一件もなかったことは大いに喜ばしいことですが、休業件数は99年以降90件台にあり高止まりとなっています。「業務上死傷事故数の千人率」（千人度数）で見れば99年1.23人、2000年1.24人、01年1.69人、02年1.26人で同種産業（私鉄）から見れば発生率は低いレベルにありますが、ＪＲ東日本が発足して過去最低を記録した93年の0.9人と比較しても、また「ＮＦ２１計画」開始以降にも労働環境は些程改善されたとは思われません。リーディングカンパニーとしてＪＲ東日本のさらなる努力が求められています。

また、社員の労働災害で注目すべき特徴は、不休件数の増加でその7～8割が「社員に対する暴力」によるものです。これは公式の統計として公表したのは98年350件が最後ですが、交通新聞や「社員に対する暴力」を報じた商業マスコミ記事から集計すると99年408件、2000年422件、01年408件、02年461件と高い水準で推移しています。この点で社員は危険と隣り合わせで業務に従事していることになります。

これらの「社員に対する暴力」の背後には世相の反映という事が原因の一つに上げられます。長引く不況はストレスを増大させて、些細なことにも感情的になります。ストレスを社員にぶつけるなどは言語道断ですが、大雨や雪害、人身事故や車両故障による輸送混乱、復旧作業に長時間を要し、運転の見通し等の情報が正確に伝わらず、日頃から鬱積していた不満が表面化することや、厳しい要員事情からくる「ゆとりのない社員の乗客対応」も考えられます。

同時に、会社の統一を欠いた客扱いや客とのトラブルを極端に恐れる管理者の質の低下（事なかれ主義）も大きな原因の一つです。実際トラブルが発生すれば社員をかばうどころか、トラブルを起こした責任を社員に負わせる事（本務はずし・処分・懲戒的扱い）が日常化し、利用客からのクレームやトラブルが発生することを極端に恐れるようになりました。また利用客も社員に対して大きな声で怒鳴ったり、社員を小突いても「社員は怒ったり注意したりしない」と思っており、行き過ぎた行為があっても利用者は自分の非を回避するために社員の対応（言葉遣い）に責任を転嫁してくることも考えられます。

しかし会社の対応は、「社員に対する暴力」が発生してからの対策・対応に力点を置いています。発生してからの対応も大切ですが、起こさせない会社の対策はもっと大事なことです。しかし各支社は抜本的な原因にメスをいれることなく、「接遇優良社員および接遇不良社員の人事考課への反映」を実行計画に打ち出し、「社員に対する暴力」が拡大する素地を作ろうとさえしています。抜本的な対策を強く求めていかなければなりません。

表11
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②協力会社社員

グループ内の壁を取り払い、やりがいを実感できるグループ作りを重要な施策に上げていますが、グループ・協力会社の労働災害は少しも改善が見られません。特に設備関係における作業に直接起因した死傷事故が軌道・電気に集中しています。「設備部門におけるメンテナンスの再構築」実施後、輸送障害の多発に加えこの傾向が一段と強くなっています。

ＪＲ発足以来02年までの間にＪＲ東日本管内では86件の死亡事故が発生し、102名の協力会社の作業員が亡くなっています（表12）。そのうち「ＮＦ２１計画」中に（01年ー03年5月）7件の死亡事故が起きています。墜落・挟まれ・触車が大半です。
原因は受注側の能力以上の受注や下請け会社への丸投げ、作業員の教育・訓練不足（頭数だけそろえる）にあると考えられます。その背景には、身体を使うのは「３Ｋ職場」と称して関連企業に業務委託してきた会社の「人づくり」をないがしろにした施策があります。また、関連企業を「系列」として抱え込み、そこで培われてきた技能・技術を安く買いたたくことで修繕費を削減してきました。

しかし、その軌道会社の系列である「下請け会社」では会社を辞める人が後を絶たず人を集めることに腐心しています。それどころか修繕費の削減で仕事や予算が少なくなり会社を維持することが難しくなったと話す下請け会社の経営者もいます。ＪＲの線路を維持している「下請け会社」の危機はＪＲ東日本の安全安定輸送の危機でもあります。些細な事故に対して「これでもか」と責任追及や「労働者いじめ」をするのではなく、発注者（特定元方事業者）のＪＲ東日本が「線路作り」は「人づくり」だという自覚と責任を持つべきです。

表12
協力会社作業員「死亡事故」の原因別内訳

87～02の累計。国労東日本本部調査
	原　　因
	発生件数
	死亡者数
	記　　事

	列車に触車して
	27
	39
	触車

	橋梁等の高所から墜落して
	26
	26
	墜落

	トロリー線等に触れ感電した
	11
	11
	感電

	重機等が倒れ下敷きになった
	7
	7
	圧迫

	自動車等と建造物の下敷きになった
	5
	5
	挟まれ

	交通事故により
	4
	8
	交通事故

	足場板等から転落して
	3
	3
	転落

	吊り荷等が衝突して
	3
	3
	衝突

	計
	86
	102
	


※　86件の死亡事故は、そのうちの71％にあたる61件（68名）が保線・建築関係で発生している。
（５）賃金・福利厚生

「ＮＦ２１計画」期間中、私たちの労働条件はどのように向上し働きがいのある職場が作られたのでしょうか。

営業利益は2000年を100とすると、01年度96.8％〈993億円（101.5％）〉、02年度104.4％〈1,640億円（168％）〉、03年度106.5％〈1,832億円（187.2％）〉でした。（〈　〉内は経常利益の額と対2000年比率）
長期的な経済不況や少子高齢化傾向が強まる社会環境でしたが着実に目標を達成しています。

それでは社員の働きと努力に会社はどう応えたでしょうか。まず期末手当とベア・昇給についてです。
表13は2000年以降の期末手当・ベア・昇給の実績ですが、「ＮＦ２１計画」期間中の賃上げは964円でした。平均年齢は44.24才です。ここ3年間会社は、①デフレを反映し消費者物価は下がっており、実質賃金は上昇している、②賃上げをすることによって「運賃を下げろ」の圧力が加わる、③他交通機関との厳しい競争もある、④社会全般にベースアップを行わない状況が定着している、として賃金の引き上げには応じておらず十分に改善されていません。平成採用者の若い社員の「賃金上昇」は「ＮＦ２１計画」の3年間で1万2,000円程度の改善に止まっており、「主任職」程度に昇進しないと根本的な改善には程遠くやっていけないという意見が多く出されています。
表13
期末手当・ベア・昇給の実績
	
	期末手当
	ベア・昇給

	
	夏
	冬
	手当合計
	

	2000年
	2.6
	3.15
	5.75
	860円＋6,665円

	2001年
	2.6
	3.10
	5.70
	964円＋6,716円

	2002年
	2.9
	3.10
	6.0
	ゼロ、　6,636円

	
	完全民営化記念、ＪＲ旅行券5万5千円

	2003年
	2.9
	3.0
	5.9
	ゼロ、　6,600円

	2004年
	2.93
	
	
	ゼロ、　6,750円


また制度についてはどうでしょうか。制度改善も労働条件の重要な要素です。
「ＮＦ２１計画」期間中の制度の改善は、①更衣時間制度の新設、②ボランティア休職制度新設（賃金は70％支給）、③介護休職期間満了後退職前提休職制度の新設、④子の介護のための休職制度、の4件でした。
始終業時間前後に5分間の更衣時間を設けたのは画期的な事です。工場やＢ時間の少ない東北・上信越エリアの乗務員関係を中心に少なからず要員措置が行われました。
ボランティア休職では賃金の７割支給、その他の休職制度は無給扱いとなっています。休職制度ができても賃金面から生活を支える手段がなければ有効な制度の活用になりません。更に改善があって良いのではないでしょうか。

法定福利費とは違う福利厚生面での改善はどう図られているでしょうか。
「ＮＦ２１計画」期間中に6点の改善が実施されています。①特別障害見舞金新設、②住宅援助金改正、③モニター援助金、④脳ドック補助金制度、⑤差額ベッド補助金制度、⑥育児支援金の改善です。しかしモニター援助金と住宅援助金以外は全て、労使共催の「ＪＲ東日本社員共済会」の給付事業からの拠出となっており、会社の福利厚生という点では尚不十分です。会社の一層の取り組みを求めなければなりません。

また「ＮＦ２１計画」中に「諸手当」はどのように改善が図られたでしょうか。

期間中の制度改善は、次のとおりで、新設・改善は49項目に止まっています。（表17）
①出向特別措置   6,000円／月（協力会社10社対象）

②職務手当

輸送指令・新設

自動車乗務員の交番担当に特に指定・新設

びゅうプラザの店長に指定・新設

ＳＬ加給・新設

ボイラー・タービン主任技術者第一種及び第二種・資格点数新設

など16カ所の改善

③技能手当関係ー7カ所の改善

④特殊勤務手当関係ー20カ所の改善

特に目立った改善項目では、職務手当関係では上位職に厚く、特殊勤務手当などでは深夜・夜間勤務及び出向に関してなされました。夜間・深夜勤務の改善等は「男女雇用機会均等法」の施行、「原則線閉」導入によって夜間の線路閉鎖作業が主体の業務体系に変えられてきたことが背景にあると思われます。
このようにみると手当は様々な業務の変化・状況に応じて改廃・新設されていることがわかります。労働時間の短縮・時間管理をはじめ、業務の実態にあわせた手当の改善・新設を求めていかなければなりません。
いずれにしても「ＮＦ２１計画」期間中の労働条件全般の改善は「不十分」だったと言わざるをえません。

５．「ＪＲ東日本と地域社会」の現状と課題

（１）地方交通線・第３セクター鉄道
ＪＲ東日本が発足する段階で多くの地方交通線が廃止されバス転換や第３セクター鉄道（以下、単に第３セクターという）に営業権が譲渡されました。またＪＲが発足した後も5線区が第３セクターに譲渡されています。
第３セクターの現状は、旧国鉄転換37線区のうち黒字線区は4線区にすぎず、「第３セクター鉄道　約４社に３社が赤字トンネルまっ只中　鉄道輸送人員　都市型３セクと地方３セクで明暗分ける」と題した東京商工リサーチ調査報告（04.8.13）を見るまでもなく、大変厳しい環境にあります。

第３セクターは、ＪＲ発足後の新幹線建設に伴う「並行在来線」として営業を開始したものもあり、ＪＲ東日本管内では長野新幹線に伴う「しなの鉄道」に次いで東北新幹線八戸開業に伴う「ＩＧＲいわて銀河鉄道」（盛岡～目時間）「青い森鉄道」（目時～八戸間）があります。

ここでは青森県について検討します。

新幹線の建設は地元自治体の悲願でもあります。2002年12月1日、東北新幹線の盛岡～八戸間が延伸・開業し、焦点は八戸～新青森間の早期完成に向かっています。青森県では2008年の開業を国に要望していますが、建設費用の地元負担は盛岡～八戸間のおよそ4倍、総事業費4,700億円です。青森県の負担は1,560億円が見込まれています。しかし青森県の年間予算は約9,000億円程度であって、新幹線建設の負担は想像以上に重く、県は青森延伸への関心を高める狙いとあわせ、建設費に充当するため住民参加型ミニ市場公募債「青い森の県民債」（利率0.38％、償還期限は5年間で総額20億円）を発行しています。

しかも県民の足としての「並行在来線＝青い森鉄道」の買い取り費用や維持運営問題が重くのしかかります。既に八戸開業の際、青森県は「目時～八戸間」の線路・駅舎を26億円で購入し、「上下分離」方式で第３セクター会社「青い森鉄道」に旅客事業を行わせています。新幹線新青森駅開業時には八戸～新青森駅間で100数十億円の追加負担が県に科せられることになります。

表14「並行在来線調査」は、第3セクターとして発足した「青い森鉄道」「ＩＧＲいわて銀河鉄道」「しなの鉄道」の各営業指標を対比したものです。「しなの鉄道」は04年1月、長野県が103億円の債権放棄で支援したように厳しい経営状況にありますが、この「しなの鉄道」と対比しても他の２線がいかに厳しいかがわかります。輸送人員で見ると「しなの鉄道」を100とすると「ＩＧＲいわて銀河鉄道」は42、「青い森鉄道」は20に過ぎません。線路買い取り負担に止まらず、赤字の補填（欠損金）・運賃値上げ・各種近代化設備補助など公的資金の投入は避けられません。
かつて国鉄分割民営化時、多くの地方交通線が旧国鉄から分離された際、数々の支援策が実行されました（注5）。「並行在来線」についても同様の措置を取り、線路・駅舎などを「無償譲渡」することはできないのでしょうか。

表14
並行在来線調査

（03.9作成、鉄道ジャーナル、各社ホームページ参照）

	
	「青い森鉄道」
	「ＩＧＲいわて銀河鉄道」
	「しなの鉄道」

	開業日
	平成１４年１２月１日
	平成１４年１２月１日
	平成９年１０月１日

	営業キロ
	２５．９km
	８２．０ｋｍ
	６５．１ｋｍ

	輸送人員


	１,７００人（輸送密度）

（特定地方交通線＝４０００人以下）
	１３,５７９人

（１日平均。花輪線直通を含む。対計画４．５％増）
	３１,８７９人

（０１年度の１日平均）

	決算の状況と変化
	
	２億８２３万円の当期損失（０２年度。対計画９．５％減）
	２億７,１００万円の赤字（０１年度）

	社員数
	開業時１９名

現在、２１名
	開業時１６９名

現在、１８１名
	開業時２３９名

現在、２１９名

	運転本数
	八戸口４０本

貨物４８本
	盛岡口７５本
（１時間に２～３本）

いわて沼宮内・一戸間３１本（ＪＲに比べてほぼ倍増）、貨物４８本
	篠ノ井口８４本

貨物（西上田・篠ノ井１０本）

	新駅開業


	なし
	なし（盛岡・厨川、厨川・滝沢に新駅計画あり）
	「テクノさかき駅」
（Ｈ14．4．1）

「矢代」「屋代高校前駅」

（Ｈ13．3．22）

「信濃国分寺駅」

（Ｈ14．3．29）

	運賃比較

（※）
	普通運賃1.37倍

定期運賃1.65倍
	普通運賃1.59倍

通勤定期2.12倍

通学定期1.99倍

激変緩和策として、Ｈ１７年３月までは1.35倍
	賃率１６円２０銭（発足時。ＪＲ同）

賃率１７円８２銭に引き上げ

	その他


	第二種鉄道事業者。青森県が第三種鉄道事業者。

マルス非接続
	マルス非接続
	長野県が、債権一部を放棄。

マルス接続

	
	営業係数５００
	営業係数３００弱

開業後６年後に単年度黒字、開業１９年後に黒字転換予定。
	


（※）ＪＲ運賃との比較。全国の第三セクターの平均運賃は、ＪＲの2.188倍。
（注5）「第３セクター」への助成措置

84年4月、初の国鉄地方交通線転換の第３セクターとして営業を始めた「三陸鉄道」で見ると、未開通線区間の施設・車両基地・接続駅の新設及び改良、ホームの延伸などの整備がなされたうえで無償貸与。建設費583億円が投入される。

その他にも、

1キロあたり3,000万円の転換資金（60.3キロ）　　　18億900万円

1キロあたり1,000万円の新線助成金（47.2キロ）　　4億7,200万円

国庫助成（初年度から5年間の損失額の1/2補助）　　2億900万円（見込み）

ＤＣ16両の新造、保守用車の購入などに　　　　　　　14億5,000万円

通勤・通学定期客の差額保障　　　　　　　　　　　　　　　5,100万円

三陸鉄道運営助成基金　　　　　　　　　　　　7億8,000万円　　利子6％

などがなされた。

また、第３セクターにおける修繕費は収入を考慮して決定せざるを得ず、適切な修繕の確保は困難となっています。同様に、施設・車両の経年劣化は安全確保上、放置できない状態となっており、技術力の維持も困難となっています。この点を千葉県の「いすみ鉄道」で見てみます。

「いすみ鉄道」は、88年3月、ＪＲ木原線を対象に第3セクターとして設立され、ワンマン運転、車両7両、社員31名、営業キロ26.8㎞でスタートしました。県の補助金は、スタート4年目の91年、基金補助として2億円、93年に同1億5千万円が交付され、その後は欠損補助・近代化補助が毎年のように交付され、04年度末累計で基金補助3億5千万円、欠損補助5億6千万円、近代化補助2億2千万円となっています。しかし、「鉄道近代化設備整備費補助」や「欠損金」に対する自治体の補助金も厳しい現状にあります。「いすみ鉄道」では03年7月14日「経営改善策」を発表しました。それによると、民間委託・ボランティア活用などによる人件費縮減策、高齢者など嘱託・日々雇用者の登用による人件費削減など涙ぐましい努力がつづられています。

現在、ＪＲ東日本はこの「いすみ鉄道」に対してＪＲ社員を出向させ、技術的支援や機材提供の便宜を図ってはいます。「03年度経営計画」では「異常事態対応能力の向上ー第３セクター・直通運転鉄道業者との連携」を上げていますが、これまで以上の協力が求められています。

03年3月に発表された「地方鉄道問題に関する検討会報告」（国土交通省鉄道局、座長：杉山武彦一橋大学副学長）は「地方鉄道復活のためのシナリオ」を主題に、「鉄道事業者の自助努力と国・地方の適切な関与」を副題に掲げて厳しい現状の分析と政策提言を行っています。表題からも推察されるように国土交通省としては「金」を出したい、それを学者を通して「地方鉄道は大切だ」と言わせているとも読める内容ですが、衰退の一途を辿る地方鉄道の現状を踏まえて、国の交通政策における従前の「企業努力」や「受益者負担」一辺倒の政策スタンスを修正する側面を強く持つ報告書であることにも注目して良いと考えます。
（２）地域との共生

第３セクターなどの地方鉄道との交流も公共交通機関としての重要な使命です。地域社会との共生は新しい顧客を獲得する上でも重要な事だからです。しかしその共生の「あり方」は「首都圏」「地方大都市」「地方」とでは自ずと異なることも明らかです。

「首都圏」では既にインフラ整備は完了しており、バリアフリーや通勤通学時間帯の混雑緩和のための増発、アクセスの向上などが主な対策となっています。特に、朝夕の混雑緩和は、少子高齢化を迎える現実を考えれば長期的なスパンにたった整備のあり方、企業の公共性・社会的責任を含め都市機能という観点から世論喚起をすべき課題です。必ずしも鉄道事業者だけが責任を負うものではないからです。

バリアフリーの整備については2000年11月「交通バリアフリー法」が施行されたのを受けて「利用しやすい鉄道づくり」の後押しもあって急速に整備されてきています。しかしＪＲ東日本の場合、エレベーターを05年度までに190駅（法整備対象駅390駅の5割）、エスカレーターを240駅（法整備対象駅240駅の80％）に設置する計画を明かにしていますが、国土交通省が03年4月に発表した「駅のバリアフリーがわかる一覧表」によれば、ＪＲ東日本の対象駅476駅を見た場合、「らくらくお出かけ度」（単独で利用可能な駅）は130駅にすぎず、ＪＲ各社最低の27.3％にとどまっていることからも、一層の努力が求められています。

「地方大都市」では、首都圏と同様の要求に「都市型ダイヤ」や列車の増発や車両の増結、住宅の都市近郊拡大に伴う「新駅」設置の要求が加わります。

一方「地方」では、東北新幹線八戸～新青森間の早期完成、新幹線との接続・スピードアップ・運行本数の増発などの「輸送力増強」と「利便性」が「陳情」として要求の前面に出てきます。更にインフラ整備が遅れているため、新駅の設置、老朽化したこ線橋の改修、ホーム待合室の改修・設置・防寒対策、構内横断のために安全設備、段差解消、ホームの嵩上げ、ホーム上屋の設置、トイレの設置、既設トイレの水洗化、踏切の拡幅、駅前広場の整備と駅舎の整備、駅前駐輪用地の賃貸料の減免など多種多様な要望や陳情となっています。
ＪＲ東日本は地域社会と共生していく為にも、鉄道設備の整備にどう応えていくかが問われています。

その場合「まちづくり団体」や自治体を中心とする「○○鉄道整備促進期成同盟」、「○○鉄道活性化対策協議会」などとの連携・協力が不可欠となっています。（資料4）

嫌がらずに真摯な態度で話し合うことが欠かせません。

しかし、公益性の非常に強い民間企業であることは誕生経過を見ても明らかですが、国の肩代わり的な要望の実現には自ずと限度があります。企業として社会的責任と地域社会の要望の実現には、地方自治体を始め、地域社会との新しいルールづくりが、ＪＲ東日本の発展にとって欠かせない時代が到来しているのではないでしょうか。

資料4

「福島県鉄道活性化対策協議会」平成１５年度事業計画及び構成

〈平成１５年度事業計画〉

　東北新幹線及び県内在来線鉄道（以下「新幹線及び在来線鉄道」という。）の利便性の改善及び活性化等により、住民の福祉の向上を図るとともに、県土の均衡ある発展を促進するため、平成１５年度において次の事業を実施する。

１　要望活動の実施

　　国、東日本旅客鉄道株式会社及びその他関係機関に対して、新幹線及び在来線鉄道の輸送力強化及び利便性向上に関する要望活動を実施する。

２　活性化方策の検討

　　新幹線及び在来線鉄道の活性化方策等について、各方部（会津・中通り・浜通り）ごとに、関係市町村の意見交換、協議等を行う。

３　線区別活性化協議会の組織化の推進

　　沿線地域が一体となった沿線振興や利活用の促進を図るため、線区ごとの活性化協議会の組織化を推進し、その活動を支援する。

４　関係機関との協議

　要望事項、活性化方策等について、国、東日本旅客鉄道株式会社等と協議検討を行う。

５　情報収集活動の実施

　　活性化方策等に関する全国各地の動向等について、情報収集を行うとともに、事業推進に必要な情報の提供を行う。
６　その他事業の実地

　　その他目的達成に必要と認められる事業を行う。

〈　構　成　〉

	福島県知事
	梁川町長
	矢吹町長
	三島町長

	福島県市町会長
	保原町長
	棚倉町長
	金山町長

	福島県町村会長
	安達町長
	矢祭町長
	田島町長

	（　市　）
	大玉町長
	塙町長
	下郷町長

	福島市長
	本宮町長
	北会津村長
	只見町長

	会津若松市長
	鏡石町長
	塩川町長
	広野町長

	郡山市町
	天栄村長
	山都町長
	樽葉町長

	いわき市町
	石川町長
	西会津町長
	富岡町長

	白河市長
	玉川村長
	高郷村長
	大熊町長

	原町市長
	浅川町長
	磐梯町長
	双葉町長

	須賀川市長
	三春町長
	猪苗代町長
	浪江町長

	喜多方市長
	小野町長
	海津坂下町長
	新地町長

	相馬市長
	滝根町長
	湯川村長
	鹿島町長

	二本松市長
	大越町長
	柳津町長
	小高町長

	（　町　村　）
	常葉町長
	河束町長
	県・県市長会・県村長会

１０市

４４町

  ９村

	桑折町長
	船引町長
	会津高田町長
	

	伊達町長
	西郷村長
	会津本郷町長
	

	国見町長
	泉崎村長
	新鶴村長
	


ところで民営化以降完全な民間企業となったＪＲ東日本を取り巻く環境も大きく変化してきました。

法律面で見ると、例えば、「都市計画による駅前広場の造成についての建設省・日本国有鉄道申し合わせ」（略称「運建協定」、1972年策定）は、ＪＲに移行した際には「都市計画による駅前広場の造成に関する建設省・運輸省協定」（「新申合せ」）に引き継がれましたが、その段階でＪＲの用地補償費の負担割合は従来の4半分線（25％）から6分の1線（約17％）とされました。また「地方財政法」上は国鉄を引き継いだＪＲも「国に準ずる機関」として10％以上の負担が義務づけられていましたが、01年12月「完全民営化法」が施行された段階では旧自治省（現総務省）の指導はなくなり、負担の義務づけはなくなっています。
こうしたＪＲ会社の負担や自治体などとの負担割合をめぐる問題は、ＪＲ移行後の企業・採算性を前面に押しだした経営施策により収入・乗降客動向が優先され、実施に移された場合でも都市計画時を活用して極力自治体負担によって開発・設備整備が進められたことにより自治体負担が大幅に増加したことは否めません。これがＪＲ商法と揶揄される原因となっています。

当然の話ですが、商談は必要に迫られた側の方が負担割合は多くなります。特に「インフラ整備」が遅れている「地方」はどうしても「陳情」となるために全額負担となります。「ＪＲ東日本に関わる地方自治体負担の現状」（表15）を見ると一目瞭然です。東北新幹線「くりこま高原駅」、仙石線「国府多賀城駅」、東北線二戸駅及び自由通路の総工費は53億3,500万円でしたがＪＲの負担はゼロでした。02年10月26日から仙台圏にも「Ｓｕｉｃａ」が導入されました。そのときも岩沼駅・槻木駅の「請願口改札」に設置された「簡易Ｓｕｉｃａ」装置を自治体に買い取らせています。首都圏周辺の横浜線相原駅橋上駅化、宇都宮線栗橋駅、ＪＲ浦和駅高架化等関東圏の総工費は348億円でＪＲの負担は18億円強の6％弱でした。

ちなみに首都圏の「工事関係」については田町駅東西自由通路改良他、国道20号新宿こ線橋架け替えと人口地盤の整備、ＭＭ２１横浜駅周辺都市整備、横浜駅北部東西自由通路建設他、中央線三鷹・立川間連続立体化等の総工費は3,095億円でＪＲの負担割合は823億7,000万円、負担割合は26.6％となっています。その他の負担は国及び県、特に「地方」では県からの振興資金、市町村の一般財源と起債（借金）、民間からかき集めた寄付金で賄われています。

また「新駅建設」費用は、自治体と住民を含む地元が負担し、ＪＲが建設する（ＪＲが指名した業者に建設させることが条件となっている）という事実上のルール（勝手な押しつけ？）が出来上がっているため、双方に関心があるにも関わらず話し合いが進まない原因となっています。自治体側は「都市生活機能整備費」としての負担を考え、ＪＲ側も「地方都市活性化対策協力費」という将来の企業発展と地域との共生という観点からの積極的な協力があって良いのではないでしょうか。
表15

ＪＲ東日本にかかわる地方自治体負担の現状

03.11　国労東日本本部調査
	
	
	総工費
	ＪＲ
	市町村
	県
	国
	JRの負担割合

	東北圏
	東北新幹線
くりこま高原駅
	31億円
	0
	19億円
	12億円
	0
	0.0％

	
	仙石線

国府多賀城駅
	16億円
	0
	13.5億円
	0.2億円
	2.5億円
	0.0％

	
	東北線

二戸駅自由通路
	6.35億円
	0
	4億円
	0.6億円

弱
	1.8億円
	0.0％

	関東圏
	横浜線

相模駅橋上駅
	約18億円
	3億円弱
	12億円
	
	2億円強
	17.0％

	
	宇都宮線
栗橋駅（ＪＲ・東武）
	約30億円
	3億円弱
	約17億円
	8億円
	2億円弱
	10.0％

	
	ＪＲ浦和駅

高架化
	300億円
	12億円
	168億円
	
	120億円
	4.0％

	工事関係
	田町駅東西自由通路

改良他（港区）
	45億円弱
	24.2億円
	
	
	
	54.5％

	
	国道20号線新宿こ線橋架替と人工地盤の整備（国土交通省）
	639億円
弱
	128億円

強
	
	
	
	20.0％

	
	ＭＭ21横浜駅周辺
都市整備（横浜市）
	810億円
弱
	52億円
	
	
	
	6.5％

	
	横浜駅北部

東西自由通路建設他
	105億円
強
	33億円
弱
	
	
	
	3.2％

	
	中央線三鷹・立川間
連続立体化
	1496億円
強
	663億円

弱
	
	
	
	44.3％


03年12月、東京都豊島区・定例区議会で「放置自転車等の対策推進税」の法定外税を新設する条例が可決され総務庁の承認を待って施行することになっていますが、このことにも同様のことが言えると思います。ＪＲ東日本をはじめＪＲ6社、私鉄114社も導入に強く反対しているとマスコミが報じていますが、都市機能の阻害要因となっているという「認識」を共有し、双方が問題解決のために「新たなルール」のもとに話し合いが必要になっているのではないでしょうか。

バリアフリーに関してもＪＲ東日本会社の積極的な取り組みが必要です。

国土交通省が総合交通政策の消費者行政で特に力を入れている施策です。省はそのために「鉄道駅総合改善事業費補助」（鉄道駅移動円滑化施設整備法）による支援、国・地方自治体各3分の1の補助、あるいは「交通施設バリアフリー化設備整備補助」による地方公共団体の補助する額以内で補助対象経費の3分の1以内の補助が処置されています。エレベーター・エスカレーターだけでなく、スロープ・手すり、障害者トイレなどに適用されています。
ＪＲ東日本も法整備対象駅を中心に設置を進めていますが、実態には大きなばらつきがあります。ＪＲ西八王子駅北口エスカレーター・エレベーターの設置では、総工費2億5,205億余円のうちＪＲ東日本の負担は用地の無償貸借とＪＲ東日本の電源と電気料金の３割負担、そして車椅子対応エスカレーター利用者の乗降補助に限定されたものでした。一方、内房線館山駅橋上化に伴うエスカレーター設置については、ＪＲ東日本の負担は全工事予算の4％に達しない額であり、残りは全て館山市や関係団体の「起債」で賄われています。それにも関わらずＪＲ東日本は自治体に対して、エスカレーターの維持管理を関係団体に要請し強い反発を買っているのです。

社会的責任という言葉が重いならば「新たな客層・利用者の拡大」につながるという発想からでも良い、ＪＲ東日本の地域と共存する姿勢が鋭く問われているとっても過言ではありません。同時にバリアフリーに対する経費は企業にとって「建設・整備」にかかる費用だけではなく「維持管理」が大きな負担となっています。ＪＲ東日本の対応は一面無理からぬ事でもあります。法律では「建設・設備」に対しては補助・支援が定められていますが、「維持管理」については全くありません。「維持・管理」についても「社会的」ルールが必要になっています。
Ⅲ．「ＮＦ２１計画」概要の検討

－　数値目標を中心に　－

　「ＮＦ２１計画」では、表16の「数値目標」を掲げていますので検討します。

表16

ニューフロンテイア２１計画の「数値目標」
	
	参　考
	2005年度目標

	
	2000年度実績
	当初計画
	見直し（※）

	（１）連結キャッシュフロー
	1,891億円
	1,800億円
	2,000億円

	（２）連結ＲＯＥ

（株主資本当期利益率）
	7.8％
	10.0％
	10.0％

	（３）連結ＲＯＡ

（総資産営業利益率）
	4.4％
	5.5％
	5.5％

	（４）ＪＲ東日本単体の長期債務の削減
	2000年度末残高

45,375億円
	5年間で

△5,000億円
	5年間で△7,500億円

（△5,000億円は3年間で達成）

	（５）ＪＲ東日本単体の社員数の削減
	2001年度初

7,580人
	5年間で

△10,000人
	５年間で

△10,000人


（※）　「数値目標」は、2001年11月に見直しが行われ、連結キャッシュフローは2,000億円に、長期債務の削減を7,500億円にそれぞれ上方修正された。理由は日本テレコム株式の売却益を全額長期債務の返済に当てたこと（1,042億円）、長期債務の減少によって平均利子率が低下し、支払い利子が縮小したことによる。

（１）キャッシュフロー

キャッシュフロー（以下「ＣＦ」と云う）には3つ指標があります。営業活動・投資活動そして財務活動のキャッシュフローです。

営業活動によるＣＦは営業活動で獲得した現金であり、通常プラスとして表示されることがよいとされています。投資活動ＣＦは資金をどのように運用したのかという投資活動をあらわす指標であり、通常はマイナスで表示されます。財務活動ＣＦは借金の返済による体質改善の指標として使われており、通常マイナスで表示されます。

キャッシュフローとは通常「営業活動ＣＦ＋投資活動ＣＦ」を指し、フリーキャッシュフローと言われています。投資活動によるＣＦは投資額の方が多いためマイナスになるのが普通です。営業ＣＦで稼いだ範囲で投資活動ができ、更に投資した後、余剰資金があれば借金返済に充てたり、株主に対する優遇が可能になれば理想的な経営の姿だと言われています。バブルがはじけて銀行を絶対的な資金調達手段と考えていた誤りを思い知った企業が資金調達の努力を迫られました。そこで資金調達能力の指標として重視されたのがＣＦだと言われています。
（２）長期債務の削減目標

01年11月に長期債務削減目標5,000億円を7,500億円に上方修正しました。それ以前は99年度1,822億円、2000年度1,891億円、01年度は日本テレコム株の売却益1,566億円を全て長期債務の返済に充てたことによって3,490億円を削減しました。計画の2年目に当たる02年度は2,368億円、03年度は当初手持ち資金の圧縮、社債等の償還期に当たり最少の400億円の削減予定を見込んでいましたが、「グループ内ＣＭＳ」によって800億円と上方修正出きるとしています。04年度以降は1,100億円ベースに戻るとされています。しかし企業にとって「借金」は資本でもあります。通常収入の2～3倍の「借金」は一般的だと言われています。その点「いつも四苦八苦のやりくり」をしている私たちの家計と同じではありません。一方「グループ内ＣＭＳ」によって400億円の償還金を生み出すということは「余分に資金」を環流してあったのか、グループ企業への資金管理が強化され、土地の処分・統合・再編成やローコスト経営が強力にすすめられた結果なのかの検証が必要になります。同じグループで働く仲間として関心を持つ、こういう観点から分析していかなければなりません。
（３）株主資本当期利益（ＲＯＥ）

株主資本当期利益は「株主資本利益率」とも言われているものです。株主の立場から投資効率を見るための指標に使われていますが、当期純利益／自己資本＝10％で表します。株主資本（自己資本）は増加する一方であることから、収入増と経費の削減、営業外損失、特別損失をなくさなければなりません。このことから収入増と経費の削減を図ろうとします。しかし経費は安全安定輸送や労働条件・利用者へのサービスと密接不可分の関係にあります。国労はこの点から厳しく検証し改善を求めていかなければなりません。


（４）総資産営業利益率（ＲＯＡ）

総資産営業利益率は「営業利益率／総資産＝５％」によって示されます。分子では営業利益の拡大と営業費の縮減、分母では資産のスリム化が焦点となります。分子では株主資本当期利益（ＲＯＥ）と同様の衝動が十分に想像できるし、分母では社宅、鉄道業務施設（休憩所・休養施設）などの売却など直接社員生活や労働条件に影響を及ぶ事が考えられます。とくに固定資産の「減損会計」が04年度より前倒しで実施されます。資産売却についても組合としてチェックが必要となります。鉄道事業の特徴でもありますが「固定資産」の占める資産の割合が非常に高いから尚更です。
（５）社員１万人の削減目標

「事業計画」の説明では、5年間で1万7,000人が退職し、7,000人を新規に採用する、いわば1万人の自然減であり「生首は切らない」と説明しています。会社は、自動化・システム化・ＯＡ化・メンテナンス体制の見直し、業務委託・地域間異動・出向・シニア再雇用機会提供制度・人事子会社（ＪＥＰＳ）による業務移管・派遣業・契約社員の導入等々を進めることによって可能であるとしています。本当にそれで安全安定輸送を守り利用者への快適・良質なサービスが出きるのでしょうか。
以上の検討からいえることは、「はじめに」の項でも言いましたが、目標があって計画があるのではない、安全安定輸送と利用者へのサービス向上というのが大前提であって「儲け」はその結果だ、ということです。
これが「提言」を行う国労の立場です。

Ⅳ．「ＮＦ２１計画」に対する国労の提言

１．「地域社会と共に生きる」ＪＲ東日本への提言

少子高齢化社会の到来、安全・環境問題をキーワードに首都圏における「都市機能」としての交通機関として、地方においては「公共交通機関」として地域社会との共生はＪＲ東日本にとって最重要課題です。
ＪＲ東日本は誕生経過からしても「公共性」の強い企業ですが、民間企業であることも事実です。しかも私たちが活動している社会は自由競争と市場経済を前提とした社会である以上、ＪＲ東日本の「公共性と社会的責任」にも限度があります。同時に、ＪＲ発足の根拠法である「国鉄改革法」や「鉄道事業法」で基本的性格が規定されているように、基幹的輸送機関として「国民生活や国民経済の安定及び向上を図る」「利用者への利便の確保と適切な利用条件の維持に特に配慮」していかなければなりません。「儲けることは良いことだ」ではすみません。しかし、この間のＪＲ東日本の態度は「企業性」という面を強く押し出してきた結果、地域社会・自治体などとの軋轢が激しく「ＪＲ商法」などと陰口を叩かれる憂慮すべき事態となっています。

私たち国労は、ＪＲ東日本の現実と置かれた環境を踏まえ、「地域社会と共に生きるＪＲ東日本」を作るために、企業努力は勿論ですがＪＲ東日本として行政・地方自治体・地域住民との積極的な話し合いを求めます。そしてＪＲ東日本が「基幹的輸送機関として国民生活、国民経済の安定及び向上に努める」ための「新たなルール」をつくるよう提言します。

①　「○○県（地区）等鉄道活性化対策委員会」との話し合いを尊重し地域との共生を積極的に進めること。

②　「新駅」建設、駅前整備には新たなルール（負担割合・発注事業者の選定など）を確立すること。

③　駅前放置自転車対策及び駐輪場の整備については②と同様、自治体側は「都市生活機能整備費」として、ＪＲ東日本は「地方都市活性化対策協力費」（仮称）などの新しいルールづくりをおこなうこと。

④　第三セクターに対する支援（機材・人材・ノウハウなど）を強化すること。

⑤　並行在来線は国と協議し無償譲渡を検討すること。

⑥　首都圏における混雑緩和対策については補助金制度の積極的な対策を行政に求めること。

⑦　地方の鉄道設備の整備については都府県と協議し、駅前整備に予算の積極的な配分を求めること。

⑧　地方線区における運行ダイヤに対する要望については収支バランスの透明化をはかり、採算ベースを提示し要望には積極的に応えること。

２．「人に優しい鉄道」の課題と提言

「人に優しい鉄道」とは環境にも優しく駅周辺の施設の整備は勿論ですが、駅に到着して分かりやすく確かな案内で乗車券を求め、改札を通りホームにでて列車に乗ること、また列車の中では安心感のある車内案内や乗り心地と快適さ、乗り継ぎの便利さなど、一連の流れの中で安心して快適に利用できることが大きな前提となります。
首都圏における鉄道網の整備は、社線との相互乗り入れ、運転間隔の短縮、アクセスの向上、車両の増結編成、新車投入、通勤対策、混雑緩和対策、利用者への案内体制の整備、またバリアフリー対策など急速に設備整備がすすんでいます。しかしエリアは広く、首都圏（東京70キロ圏）外での設備の整備には極端な格差があります。1,700の駅の整備等を見ても地方大都市・地方中核都市から地方に行くに従って水準はより低くなります。車両についても首都圏で使用していた車両の「配置替え投入」が地方では当たり前になっています。収入が少ないのが最大の理由です。しかし「首都圏よりも高い運賃で利用しているわけですから、首都圏も地方も同じお客さまということをＪＲは忘れないでいただきたい」（仙台経済界誌03年7月8日）という不満を無視することはできません｡「質の高さの追求」「鉄道施設の改善」「輸送力の増強」「老朽化したこ線橋の改修・ホーム待合室の改修・防寒対策・段差解消対策・構内横断の安全対策」等をはじめ、運行本数の増発・アクセスなど一層の利便性の向上に努めていかなければなりません。
同時に、「人にやさしい鉄道」とは社員をしっかり守る会社作りでもあります。近年「社員に対する暴力」が急増しています。世相の反映もありますが、企業に起因する原因（異常時の対応の遅れに対する批判、統一性を欠くトラブルへの対応、等）については会社全体の毅然とした対応が求められています。「お客さま第一」とは「お客さまの身になって考える」ことであって、お客さまの言うことを全て聞くということではありません。トラブルが発生すれば社員をかばうどころか責任追及が日常化していることも社員を萎縮させ、一方でお客さまの行き過ぎた行為を誘発する結果を招いています。会社は社員に「無制限の責任」を求めているようですが、「鉄道営業法」に基づく運送契約を結んだお客さまとＪＲ東日本（社員）の接客業務とには自ずと責任の範囲があります。契約は対等が原則であって一方だけに無制限の責任を求めるのは間違いです。会社は社員を守る義務があります。例えば、権限外のところでは責任者が担当者の前で対応することも必要です。本来なら規定上できないことであって、担当者の言っていることは間違っていない、しかし事情が事情なので今回は良いこととします、など対応能力のある管理者が求められています。良い管理者が育たないと働く者が困ります。昇進試験の矛盾がここにもあります。

「人にやさしい鉄道」を作るために国労は「提言」します｡

①　主要駅及び地方主要駅などに「救急医療設備」を設置し、「介護福祉士」を配置すること。

②　エレベーター・エスカレーター・多機能トイレの整備を促進すること。合わせてバリアフリーの整備費に対する支援策にとどまらず維持管理支援制度を行政に求めること。

③　自助努力として駅・線路の勾配、スロープ・手すり・点字ブロック・ホーム及び車両との間隔・段差解消、改修速度を早めること。

④　駅表示運行システムの導入、社員が直接、列車の位置や遅れの情報を把握できる携帯端末や固定端末を地方線区問わず導入するなど案内体制を強化すること。

⑤　改札外ＬＥＤ表示器の設置拡大を図ること。

⑥　駅の2人体制を検討すると共に、バリアフリーに対応する要員配置を見直すこと。また自治体と協議し、地元駅前住民との連携の道を探ること。

⑦　社員に対する暴力防止策を講ずること。

⑧　ワンマン運転を以下のように改善すること。
○無人駅におけるドア扱いは「前乗り・前降り」とすること。

○ワンマン運転は１両のみの列車に限定すること。

３．「安全・安定輸送」の課題と提言

安全・安定輸送対策としての設備投資は、17年間で1兆5千億円に達します。特に、運転事故の66％を占めていた「踏切障害事故」対策については推定1,000億円が投下され、高架化工事による踏切対策等がすすみ7割程度減少しています。しかし第3・4種踏切の減少傾向は鈍化しており、「ＮＦ２１計画」中70件を前後して横這い状態にあります。また、「輸送障害事故」はルール変更後の統計でも980件を前後する高い水準にあり、特に「車両故障」「人身事故」「災害」が輸送混乱の大きな比重を占めており、これへの対策が安定輸送対策に不可欠の取り組みとなっています。
安全安定輸送を支える力は、メンテナンスの一層の充実と復旧体制（災害予備品・災害復旧資材管理及び要員配置など）ですが、この中では「システム化神話」や「マニュアル万能主義」を改め、「技能」をもっと重視する安全安定輸送体制の確立と人事政策が求められているといえます。現在のように「知識偏重・技能軽視・従順優先」、そして東労組偏重の人事政策によっては「安全安定輸送・利用者へのサービス」は根底から破壊されてしまいます。
このことは「関連会社」にもあてはまります。関連会社を「系列」として抱え込み、そこで養われてきた技能・技術を安く買いたたくことによって修繕費を削減してきました。しかし「系列」である「下請け会社」は人が集まらず危機的な状況にあります。「仕事を大切にしない会社は働く者を大切にしない」というそしりを免れません。協力会社全体に共通する技術力の習得にＪＲ東日本会社の強力な指導が必要です。安全は協力会社だけの責任ではありません。協力会社の技術力を統一することはＪＲ東日本のためにもなります。「安全づくりは人づくり」という自覚と責任を持つことが求められています。

同時に、「お客さまと社員（含む協力会社）の死亡事故ゼロ」も大きな課題です。お客さまの死亡事故ゼロを目指す上で、ホーム上からの転落事故対策が急がれています、列車遅延防止にもつながるからです。狭いホームですから障害物は極力置かないようにしなければなりません。転落検知マットの敷設やホーム下に待避箇所を設置することも急がれます。また「列車非常停止警報装置」の対応については、ホーム上で働く関連企業従事員にも協力を求める立場からの訓練や再教育が必要です。国土交通省がまとめた「ホーム柵設置促進に関する検討会」（座長・森地茂東京大学大学院工学系研究科教授）報告書等を参考にして転落事故防止や列車遅延防止に活用しなければなりません。また「原則線閉」は設備部門の専門特許ではありません。終電以降の駅構内線路上でのゴミ清掃業務にも適用しなければなりません。「電車が来ないから大丈夫」と言われて線路内で清掃していたら「レール運搬車が突っ込んできた」等、会社の安全管理意識が問われています。

異常時対策・復旧対策にこそ安全・安定輸送の真価が問われます。設備の充実は勿論ですが、輸送混乱に対応できる要員配置の見直しとシステムの改良が大切になっています。また社員の応援態勢も社員に対する暴力防止やお客さまの誘導案内にとっても必要不可欠です。システム化対応はいうまでもありませんが､異常時対策・首都圏の1線区1区所による電車区の機能分離（電留線化）による指令員のあり方・養成・配置方法も検討していかなければなりません。より充実が求められているからです。また「人身事故」にかかわる問題では消防及び警察との連携が必要です。二次災害を防止するためにも指令・災害現場責任者・消防・警察の連携を念頭に置いた訓練もしなければ再び過ちを犯すことになります。

復旧体制の確立も大事な取り組みです。「資材管理」や「経費把握」システムが導入され、発注から在庫管理まで一括管理されていますが、鉄道事業には「看板方式」はなじみません。災害復旧材料や災害予備品は適切にストックしておかなければなりません。「ダウンタイムは床下作業を車上操作でするなど機器の向上で減らす（車輛メンテナンス）としていますが、派出や仕業区は仕業検査だけではなく故障対応体制等の充実が必要ではないでしょうか。
そのために国労は次のように「提言」します｡

①　責任追及よりも事故原因の解明を優先する安全第一の企業文化を構築すること。

②　全ての労働組合参加の「事故撲滅対策委員会」を設置すること。

③　事故原因の分析及び対策検討委員会には現場関係者を参加させること。

④　異常時に対応できる要員体制とシステムを確立すること。

○ホーム要員を配置すること。
○自動化・システム化万能施策を改め、技能を均等に評価し要員配置を行うこと。同時にシステムの習得教育を徹底すること。

○指令員のあり方（待遇・技能・養成・ライフサイクル）の見直しを行うこと。
○留置線をもつ駅の要員配置の見直しを検討すること。

○災害復旧資材や災害予備品の在庫管理・配置個所・使用方を含めた教育を徹底すること。

○列車の抑止と停止後の推進運転及び退行運転のあり方、途中停止列車からの降車誘導、新幹線の振り替え輸送、タクシー代行輸送、バス代行輸送及び警察署との連携と社員の応援体制などのあり方の周知徹底と訓練を実施すること。

○研修所での技術習得には施設・電気等協力会社のプロパーも含めた教育・訓練・養成体系を確立すること。

⑤　地方線区に「駅表示運行システム」を導入すること。

⑥　非運転取扱駅での運転状況把握のためのシステムを導入すること。

⑦　113・115系、455・485系車両等の故障対応のために検修体制の強化と新型車両の配備を強化すること。

⑧　ＩＳＯ（国際標準）による検査体制を確立すること。

⑨　土砂崩壊・雪害・降雨災害・地震対策など安全投資の拡大を図ること。

４．「駅職場」の将来構想の課題と提言

「ＮＦ２１計画」では、「駅」が重要な経営資源と位置づけられています。そのことは、「一日1,600万人のお客様が移動し交流する駅空間という最大の経営資源についてその可能性を100％引き出すことを最重要に位置づけお客さまの利便性の向上と高収益化をめざした２１世紀の駅づくりのステーションルネッサンスを実現し、駅を舞台としてグループの総合力を発揮していきます」として、その具体策として「コスモスプランやサンフラワープランなどの駅開発プロジェクトでステーションルネッサンスを実現する」としていることからもはっきりしています。

確かに、少子化が進行する中では関連事業の拡大は企業の死活問題になっていることも事実です。しかし、高収益だけを求めていくことは間違いです。鉄道利用者はもちろん地域の要望をふまえて、公共的なものを中心に地元自治体の役場または出張所、郵便局・警察・観光案内所・保健所・図書館・コミュニティーセンター、病院など幅広い用途に使用可能なスペースを貸し出すなど地域との共生の場、地域との観光・文化の顔としての駅づくりを提言します。

「駅」は利用する人に優しくなければなりません。バリアフリーは言うまでもありません。わからないことや困ったことを気軽に駅社員に尋ねることができるサービスや、どの駅からも安心して列車に乗り降りできる安全対策も駅の重要な機能です。必要な切符をどのように購入すればよいのかわからないお客さまも少なくありません。指定券自動発売機で切符を購入したため割引切符より高い切符を購入してしまうなどトラブルも多く発生しています。切符の販売は対面販売を基本とすべきです。自動券売機などは窓口業務を補完するために設置することを検討しなければなりません。

また、駅は「安全安定輸送と利用者へのサービス」を提供する機能と「異常時に対応できる駅」としての機能を持たなければなりません。地震や火災などの災害が発生した場合の駅構内や車内における避難通路などの確保や誘導に対応する体制の確立が必要です。運転取扱に抵触するポイント清掃業務の業務委託が千葉・仙台などで行われています。しかし、この作業は経験を積んだＪＲ社員が関係方面と連絡を取りながら行う大変危険な作業であり、事故などが発生しても列車を止める手配や事故処理ができません。業務委託は鉄道業務に直接関係のない業務に限定すべきです。また現在委託されている業務については委託後も定期的に教育や訓練等を実施するなどＪＲ東日本が責任を持って行うべきです。
「地域共生の場」「利用者に優しい駅」「安全安定輸送と異常時に対応でき利用者にサービス提供できる機能」を持つ駅とするために提言します。

〈地方線の各駅〉
①　乗車証明書の発行をやめ、地元のホリデーパスなどのフリー切符も購入できる自動券売機を設置すること。

②　多客時などには必要に応じて社員を配置すること。

③　待合室やトイレなど地元自治体とも協議し設置すること。

④　高齢者や体の不自由な方でも気軽に利用できる設備の整備を行うこと。
⑤　輸送障害時などに輸送指令からの情報をＬＥＤや放送などで案内できるようにすること。

⑥　駐車場および駐輪場を整備すること。

⑦　有人駅を拡大すること。

⑧　安心して駅をご利用できるよう防犯カメラや警察に直接通報できる非常ボタンを設置すること。

⑨　改札口からホームへ線路横断せずに通行できる通路を整備すること。

⑩　段差解消やホーム上屋の設置、待合室の防寒対策などを講ずること。

⑪　ホームなどに列車非常停止ボタンを設置すること。

⑫　コミニュテーセンターを積極的に誘致すること。

〈首都圏及び新幹線・特急列車停車駅〉
①　ホームに終日安全監視要員（輸送混乱時にも的確に判断できる運転担当）を配置すること。

②　サービスマネージャーを増配備すること。制服は一般社員と同じくすること。

③　改札口付近に案内所を設置すること。

④　改札兼掌窓口（含むオープンカウンター）は終日２人体制とすること。

⑤　主要駅において遺失物捜索ができる体制を確立すること。

⑥　地元自治体の施設・郵便局・警察・観光案内所・保健所・図書館・コミニュテーセンターなどを積極的に誘致し利用者の利便性を向上させること。
⑦　送迎用の駐車場を確保するなどバリアフリー設備を整備すること。

⑧　鉄道警察隊または駅前交番を設置し、駅構内および駅前周辺の防犯対策や事故などへの即応体制を確保し利用者への安全を守ること。

⑨　放置自転車対策を自治体と協力して進めること。

⑩　駐輪場を確保すること。

５．「車両・検修職場」の将来構想の課題と提言

「安全で快適な車両」を提供することは検修職場の基本的な使命です。そのためには継承されてきた技術・技能を次世代に引き継いでいかなければなりません。現在職場の中心となっている40代の技術・技能をどれだけ引き継ぐことができるのかは今後の5～6年にかかっています。

また検修職場の設備や車両に莫大な投資がなされても検修する技術者が乏しければ良い車両を提供することはできません。車両を熟知している技術者、判断できる技術者をどれだけ育成できるのかが重要な課題です。直轄で検修部門を維持することが原則ですが、ＪＲグループとして業務分担することは避けられない現実であり、現在の技術・技能をグループ全体のものとして維持・向上させていかなければなりません。それは会社がめざすような検修コストの低減を目的にするものではなく、検修技術の継承でなければなりません。

さらに、車両の設計部門をメーカーに依存していることから新しい車両の制御装置などはメーカーの技術者でなければ検修することもできないばかりか、車両に蓄積されるデータさえもメーカーが独占しています。車両の脳や心臓の解析診断もできなければ鉄道工場としての技術も誇りも失ってしまいます。メーカーから技術者を社員として受け入れ、その社員を中心にして車両の心臓部の解析と新たな開発に向けた取り組みや相互の人事交流を日常的にはかることが必要です。若い社員に車両の心臓部の解析などの業務に携わらせることによって興味を示し大きく成長させることもできます。また中堅やベテラン社員には新技術・新型車両などへの体系的な教育が必要です。人を管理するのではなく人を育てることこそ会社全体の中で検修部門の重要性を高め検修職場の将来を明るくするものといえます。

総合車両センターを中心とした検修体制の構築は、安全安定輸送・利用者へのサービスや車両を管理する上からも大変重要です。それぞれの総合車両センターと車両センターの役割と点在の意義を明確にし、支え合うネットワークを構築することが求められます。そのためにも各支社の権限と責任で実施するのではなく、本社を中心とした体制確立が急がれます。

行き過ぎた効率化は安全安定輸送と利用者へのサービス、会社への信頼を喪失しかねません。トラブルの即応体制の充実・強化を図るための「派出」体制の強化も必要です。またマザーベースとの人事交流を計画的に循環させることによって技術断層のない検査体制の確立が求められています。
そのことから、次のとおり提言します。
①　現行の総合車両センター及び車両センター体制を維持すること。同時に「派出」及び「支所」体制を強化すること。
②　車両メンテナンス社員の技術・技能を高めるための教育の強化と直営施工を基本とした車両メンテナンス体制を確立すること。

③　②の具体化として新技術・新型車両などに対応する教育は時間をとり体系づけた教育を行い技術の向上・技術断層の防止をはかること。

④　②の具体化として車両転配に伴う各種改造工事を進めているが担当する配線・配管などの技能社員が不足しており直営による技能習得に向けた体制確立をはかること。
⑤　②の具体化として電子機器技術センターの充実と技能の強化、ノウハウの水平展開を積極的に行い現場で対応できる社員を育成すること。

⑥　新型車両や老朽車両に対応できる検修設備の充実をはかること。

⑦　作業標準マニュアル作成には組合代表を参加させること。

６．「設備メンテナンス」の将来構想の課題と提言

〈電気職場〉
電気職場の中で、いわゆる強電と呼ばれる職場は発電・送電設備・変電設備・電車線路設備・照明設備等の電力設備によって構成され、それぞれに職場を持ち安全安定輸送のために電気というガソリンを作って供給し、その輸送管をメンテナンスする技術者集団の職場です。また、弱電と呼ばれる信号通信の職場は列車を安全・正確且つ効率的な運行を支えている信号保安設備・通信ネットワークなど安全安定輸送と経営情報を的確に伝える設備によって構成され、それぞれに職場を持ち安全安定輸送を支える神経系統を受け持つメンテナンス技術者集団の職場です。

このような技術者集団の職場では、その将来展望は技術力の向上と継承なしにはあり得ません。しかし、この間会社がすすめてきた施策は、電力関係では「３Ａプロジェクト」構想であり、信号通信では「Ｒ＆Ｒプロジェクト」構想でした。大規模な設備投資によるメンテナンスフリー化の拡大やＩＴ技術を活用した検査の機械化により技術力は人手作業から機械化作業（設備管理システムの導入）に移行するとともに、ＪＲ発足の時点ですでに６割を越えていた電気部門の業務委託が一層拡大されてきました。その結果は深刻な技術力の低下です。
設備に大規模な投資を行い立派なシステムや検査機械を導入しても技術・技能が乏しければ立派な設備管理はできません。会社の施策の根本的誤りは「人づくり」をないがしろにしてきたことです。マニュアル人間を作れば事足りるとしたり、設備のシステム化を要員削減の手段としか考えないことがＪＲ現場の技能低下を生みだし、製造メーカー・施行会社など総体的な技術力の低下に結びついてしまったのです。

安全安定輸送の確保のためには、技術力の維持・向上が緊急の課題です。人材育成を図る上からも、ベテラン社員が持っている技術・技能・知識を確実に若い社員に継承していくことが安全性向上には欠かすことができません。

そのためには、各技術センターに「一般工事・検査・修繕等を専門とする工事グループ（仮称）」を設置し、「真のプロ」をめざす技術集団を作ることで協力会社にも技術力の伝授を図ること、また設置される「工事グループ（仮称）」はベテラン社員・中堅社員・平成社員から構成し、2～3年間のプール制にして技術力を拡大していくことも必要です。
また、システム化・装置化・機械化の進捗による新たな技術は開発会社に短期出向を検討したり、開発会社の技術者を社員として受け入れ、その社員を中心に技術力を高める日常的な人事交流を図るなど電気部門の重要性を高める「人づくり」の抜本的対策が求められています。
大量退職の時代を迎えておりどれだけやれるのかは、今後の5～6年間にかかっています。
そのために国労は提言します。

①　電力部門の現行組織、電車線・配電・変電技術センター及び各メンテナンスセンターを維持すること。信号・新幹線信号通信・通信各技術センター及びメンテナンスセンターの現行組織を維持すること。給電部門についても現行の川崎・信濃川各発電所・給電技術センター及びメンテナンスセンター（武蔵境・新鶴見・高崎・六日町）を維持強化すること。

②　「人づくり」の抜本的な対策をおこなうこと。
○各技術センターに「一般工事・検査・修繕等を専門とする工事グループ（仮称）」を設置すること。

○新たな技術習得のために製造メーカーからの短期出向や製造メーカーの技術者を社員として採用するなど、日常的な人事交流をはかること。

③　電気設備の安定した機能維持を確保するために次の点に留意し改善をはかること。 

○技術力向上のため設備巡回を3～6ヶ月間徹底的に行う。

○技術力向上のため電気設備の機械的部分の機能確認作業（現行テムズ等）を１～２年で数回経験させること。

○技術力向上のため設備全般の総合機能試験を2～3年で数回経験させる。

○上記3点の対象者の「訓練記録を整理」しレベルアップを指導すること。

④　鉄道電気技術分野における導入方法は実験及び試用期間を十分に採ること。

⑤　「鉄道安全推進委員会」及び「輸送に関する向上委員会」に労働組合からの代表を参加させ、安全安定輸送に関する具体的な提言・対策を進めること。

⑥　新規採用枠を拡大して大量退職に備えること

⑦　作業標準マニュアル作成には組合代表を参加させること。

〈工務職場〉
「安全で乗り心地の良い線路づくり」が基本的使命である施設の将来展望は、「豊かな経験と確かな技術」に支えられた施設職場を確立するかどうかにあります。

保線・保線機械・土木・建設・建築・機械の各系統に共通する課題であり、建設・建築・機械にあっては２１世紀の駅づくり＝ステーションルネッサンスの実現を下から支える技術集団と言え、鉄道固有の諸条件を熟知し経験に裏打ちされた技術は欠かせません。

大きな課題である「安全で乗り心地の良い線路づくり」の実現には、軌道設備はもとよりその土台となる路盤の整備・保守・管理を一体のものとして作り上げていかなければなりません。

現在、この課題実現に決定的に欠けるものとして、「現場の熟知」「鉄道固有の諸条件の熟知」が挙げられます。従来は現場状態の把握には現場で作業する「人」の「目」「耳」を最大の武器とし、線路状態の目視確認と共に軌道の弱点箇所における列車の揺れ方、異音による締結装置の状態把握などから数値に現れない異常の芽を日常的に掴み、安全運行を確保してきたことは鉄道100余年の歴史が証明しています。

1982年の新規採用を最後に約10年間現場技術者を育成してこなかったことが、現場の技術断層を拡大してしまいました。同時に90年代から急速に進化したＯＡ・システム化による数値管理が業務の主流となる中でその基礎となる現場の経験が追いつかない状態と指摘せざるを得ません。
1998年3月に「安全5ヵ年計画」を社員に公表する直前の2月21日、山手貨物線大崎～五反田駅間で信号関係協力会社社員５名が、高速貨物列車に跳ねられ触車死亡する重大事故が発生しました。この対策として半月あまりの検討の結果策定されたのが「新保安体制」でした。「新保安体制」が導入されたことによって「列車運行」と「線路内保守作業」が完全分離され、日々変化する生きた線路状態を日常業務を通して肌で掴み取る条件が突然消されてしまいました。
更に「設備部門におけるメンテナンス体制の再構築」により「ＪＲは設備管理の技術集団」「パートナー会社は施工に関する技術集団」に「専門特化」したことで、鉄道事業者であるＪＲ東日本の社員が鉄道固有の技術を日常的に習得する機会も無くなってしまいました。

「業務区分の適正化」として施工技術の維持継承はパートナー会社としたものの、ＪＲ職場内はＪＲ社員中心の体制、協力会社内はＪＲからの出向者と協力会社プロパー社員、そしていくつもの下請け会社という体制になりました。この中で一つの仕事が行なわれる過程は、年度始めにおけるＪＲと協力会社の契約に基づき協力会社による計画⇒ＪＲによる承認と施工通知⇒協力会社による施工とＪＲへの仕上り数値の報告⇒ＪＲによる竣工検査⇒合格⇒協力会社への施工代金の支払⇒協力会社から下請への人工代金支払となっています。共に利益を確保せざるを得ない別法人であるだけに、同一業務を進めるそれぞれの中で「金」の動きが扱う人の意識をつくり、ＪＲは発注元、協力会社は受注先という意識は一人一人の中に自然と定着し、この意識が日々の業務運営と相互の人間関係を形作り、「上」「下」関係がごく自然と形成されてしまっていることは否めないばかりか、「安全で乗り心地の良い線路づくり」に大きく影響を及ぼし続けると指摘せざるを得ません。

鉄道の将来を見つめ、軌道の保守・管理体制の確立に向け提言します。

①　新保安体制を再検討し、国鉄時代から100余年にわたり、触車事故防止と労働者の安全確保には、労働者の目や耳を最大の武器としてきた「ダイヤ確認」「運転状況確認」「現物確認」という列車見張体制の基本に立ち、日進月歩で開発が進む各種保安機器はあくまでも補助手段としての活用を「原則」とした作業体制としていくこと。
②　３線並列以上の線区での内側線路内における作業は、その工種、量、列車間合時間等を考慮し、従来通り線路閉鎖によるか否かの判断を行なうこと。
③　常時夜間線路閉鎖とならざるを得ない線区については、線路状態の正確な把握、傷害事故防止の観点から、沿線照明設備の整備をすすめること。
④　施策の「哲学」とした「専門特化」の枠組みを今一度現場の実態から再検討し、「設備管理」と「施工」の枠組みに固執することなく、「施工」業務の一環で移管した運転取扱業務等個別作業全体に関わる責任業務はＪＲが担当すること。
⑤　山手貨物事故の教訓からその責任回避を模索するのでなく、鉄道事業者として自信を持ち特定元方事業者の道を選択し、「世界に冠たる鉄道」実現への近道としていくこと。
⑥　人づくりを展望し「工事グループ」（仮称）の設置により、鉄道固有の技術継承を行なうこと。
⑦　ＪＲ自身が打ち出した「パートナー会社」思想の定着を定期的に検証し、連結決算同様グループ全体の発展バロメーターとすること。
⑧　安全安定輸送を下から支える線路づくり、その業務の中心となる作業の技術継承は鉄道事業者が責任を持つべきであることは論を待たない。施工技術の管理と教育を一体のものとしてＪＲが担当し、白河研修センターを核とした教育体制の整備を以下により行なうこと。
○各系統・部門別カリキュラム（標準）の策定

○短期・中期・長期に分けたレベルアップ教育

○訓練線敷設による保車技術のレベルアップ

○上記内容の各支社訓練センターとの連携

７．「教育・訓練」の課題と提言

欧米と違い日本は公共施設による職業訓練が脇役的な存在にすぎません。会社は会社に必要な技能や技術を企業内教育・研修・訓練で身につけさせます。社員自らが労働能力を高めること（社外研修・通信研修など）は当然ですが、会社による教育・訓練に差別があったり、いい加減な訓練に終始すれば労働能力を高める企業としての社会的責任を放棄するばかりか安全安定輸送は危機に瀕します。その為にも教育・研修・訓練の機会均等が絶対に必要です。

また、ライフサイクルでの技能の継承には経験豊富なベテランを配置し「マニュアル」を「５体・５感を通して習得させる」と同時に技能を向上させていかなければなりません。あわせて首都圏では運行管理システムが複数導入されている中での大量高速輸送です。指令要員にはシステムを道具として使いこなすより高い技能が一段と求められています。指令員のライフサイクルについても見直しを検討する必要があります。

ＯＪＴ（働きながら教育する）手法が広く展開されています。しかしインストラクター養成が全くできておりません。研修関係でも「小集団活動インストラクター養成」はあってもＯＪＴのインストラクターはありません。04年度の「経営計画｣で漸く「ＯＪＴ推進の核・助役への研修の拡充」が提起されました｡17年間で初めてのことです｡これは一歩前進ですが、この程度のことでは職場で水平展開を図ることは到底不可能です。従って国労は施策が確実に定着し「安全安定輸送・利用者へのサービス」が向上できるよう次のことを提言します。

①　教育・研修・訓練の均等化をはかること。

②　ＯＪＴのインストラクターを養成すること。また「どの時間に」「どう教えるのか」を教育すること。

③　研修に対応する必要要員を配置すること。

④　営業トレーニングセンターの機材の配置を拡充し受講者の経験等を考慮した 教育・研修システムを確立すること。

⑤　指導者の選定については経験・技能を基本に行い、職場教育は「実作業面の技術習得」を柱とすること。
８．「運賃政策」に関する課題と提言

ＪＲの「全国一律運賃制」は、96年1月に３島会社の運賃値上げによって事実上崩壊しました｡また97年1月には「総括原価方式の下での上限価格制」が導入されると同時に、99年の「鉄道事業法」改正により企業努力が運賃に反映する仕組みが形づくられました｡
このような規制緩和政策が展開される中での企業間競争の激化は、メンテナンス・車両・運転・駅業務など各部門でのローコスト体質作りとともに、他交通機関との低価格競争を生みだし、値下げ競争に拍車をかけることとなっています。航空運賃の値崩れはすさまじいもので、正規の運賃などあってなきがごとき状態です｡都市間輸送の面でも高速バスとの競争は一段と激しさを増し、働く側に深刻なしわ寄せが生まれており､行政に対策を求める動きも出ています｡
行政による「運賃規制」としては「期限を定めて運賃などの変更を命ずる制度」があります。その発動の条件として､①他の一般旅客運送事業者との間に不当な競争を引き起こすこととなる恐れがある場合、②社会的経済的事情に照らして著しく不適切で旅客の利益を阻害する恐れがある場合､③特定の旅客に対して不当な差別的取り扱いをするものである場合、などの3項目に該当する場合を挙げていますが､現実には発動される気配は全くありません。過当な運賃引き下げ競争は、安全安定輸送を脅かすものとなっています。

また、ＪＲになって17年間が経過しましたが、運賃収受方をめぐって乗客とのトラブルが発生しています｡ＪＲ東日本とＪＲ東海との間では、①新幹線回数券の発行替え（指定席を取る)した場合としない場合とで運賃収受方に相違があります、②また101キロ～200キロ間での運賃同額扱いの便宜的扱いの場合では、乗車券で運賃が同額であればＪＲ東日本は乗車券記載駅名よりも先の駅まで乗車できるがＪＲ東海はできない、などの相違があります｡制度や運用は極力共通性を維持すべきです｡

また、スイカ導入圏の拡大により「大都市近郊区間」が拡大しました。その結果、スイカを利用する利用客だけでなく「大都市近郊区間」のみの普通乗車券100キロ以上についても途中下車が出来なくなりました｡社員に対する接客指導はケースバイケースという対応となっています。途中下車機能を持たないスイカを拡大することによって普通乗車券利用客が途中下車できなくなるなど鉄道営業法の見直しも検討せざるをえなくなっています。
また、「政策運賃」についても再検討すべきではないでしょうか。従来は公共企業体として社会政策ないし文教政策の代替として負担してきました｡鉄道営業法や公共性・公共交通機関という認識を否定するものではありませんが、交通弱者の設備整備の負担が国・地方自治体・企業の３者によって整備が進められているように社会的見直し論議が必要になっているのではないでしょうか。
国労は以上の考えから運賃政策に関して「提言」をします｡

①　ＪＲ各社共通の運賃収受・精算マニュアルシステムを確立すること。

②　様々な割引制度、特に「公共割引」制度の再検討をはじめること。

③　営業制度は各社共通のシステムを維持すること。

④　身体障害者及び知的障害者割引制度から距離制限を無くし、自動券売機の小児用乗車券で代用できるようにすること。

⑤　近郊区間の一日圏の拡大と合わせ、特定区間の拡大を同等とすること。

⑥　特別乗車券は同一区間（エリア）に一つの商品に限定するなど分かりやすい利用方法を検討すること。

⑦　各支社で設定されているデータイムグリーン回数券など割安感と使いやすさで好評なものは引き続き存続させること。

⑧　第３セクターを経由する場合の運賃距離計算は通算とすること。
９．「労働条件」の課題と提言
－　総合的に２５％アップを目指す　－

ＪＲ東日本会社の長期債務は、「ＮＦ２１計画」期間中に8,441億円（含固定資産売却分1,605億円、日本テレコム株売却1,042億円）削減することが出来ました｡
一人あたりの生産性は2000年度を100とすると03年度110.4（輸送量5億人キロ増、要員減6,843人）と上昇しています。

また、当期利益は01年度719億､02年度869億､03年度1,043億円を計上し、特に03年度には当期利益は過去最高を記録しました｡04年度もこの傾向は続き1,080億円が見込まれています。

営業経費（人件費・物件費・機構借損料・租税公課・原価償却）では、2000年度を100とすると人件費は03年度に93.2（額で449億円減少）となっており、04年度見込みでは更に減少します。また物件費では2000年度を100とすると03年度は103.7で、この増加傾向は04年度も続きます｡物件費の中でも増加している項目は「業務費」（自動化・機械化・システム化、業務委託費に投資される費用）で効率化が進んでいることを示しています｡反対に減少傾向を示しているのは「動力費」と「修繕費｣で、特に「修繕費」は2000年度を100とすると03年度は88.7（259億円減）と大幅に減少しています｡

資本合計は2,167億円増加し、株主資本比率は16.1％（3.0％増）に高まる一方資産のスリム化（社宅用地などの売却）によって2,077億円圧縮しています。

これらの結果、「ＮＦ２１計画」における目標値（連結キャッシュフロー2,000億円・株主資本当期純利益率「連結ＲＯＥ」10％・総資産営業利益率「連結ＲＯＡ」・単体長期債務削減7,500億円・単体社員数10,000人削減）は1年前倒しで達成可能となっています｡

また、ＪＲ東日本会社は「ＮＦ２１計画」中に7,220億円の設備投資を行っており､著しく財務体質を改善させることが出来ています｡長期債務の平均金利（単体）も0.62％低下しており､借り換えによる長期債務の急速な削減を可能にしています｡また「借入金」や「社債」の返還も04年度の第1回普通社債（利率5.55％）､06年度の第2回ユーロ建（利率7.25％））を除けば2％台の低利率となっており､資金運用の憂いは全くありません｡

一方、懸命に働いてきた私たちの労働条件や労働環境はどうでしょうか。ベアは01年度に964円のベースアップに応じただけで、その後の3年間は定期昇給のみとなっています｡

会社側は「業績見合い分」は期末手当でと言ってきました。しかし04年6月夏季手当は2.93ヶ月でしたが､業績見合い分は過去最高の当期利益をあげたにも関わらず0.03ヶ月と説明しています。年間所定労働時間数も96年に1,866時間になって以降は短縮されていません｡その他各種手当・福利厚生についても表17で示すように懸命に働いている割には働きに見合った配分がされていません｡会社は「ベアではなく総合的な労働条件の向上に力を入れていく」としていますが､実態的にはローコスト体制を確立するために「経費削減」を各支社毎の目標を立てさせ実行しています｡その中には懇親会・駅伝大会の弁当代の廃止なども含まれているといいます｡制度・手当に限らずこれらの任意の会社の制度に基づく福利厚生費（社員寮の賄い費・社員旅行・社宅等を含む)や通勤手当も広い意味での「人件費」に入ります｡
ベア・労働時間短縮などは勿論ですが手当・制度全体の底上げなどリーディングカンパニーにふさわしい改善を「提言」します｡
なお、「ＮＦ２１計画」期間中に改善された諸手当、及び今後改善を求める諸手当について巻末に示しました。（表１7）
労働条件の改善に関する提言
	１、制度に関する要求


①　年間所定労働時間数を1,800時間とすること。

②　第2基本給を廃止すること。

③　都市手当の適用範囲を見直し、支給方法も居住地又は在勤地の選択制にするなど抜本的に見直すこと。

④　扶養手当は大学及び専門学校在学中も扶養手当支給手当の対象とすること。

⑤　育児・介護休職制度を次のように改善すること。

・　現行「社員が同居しかつ扶養している配偶者の父母」を「要介護対象者を社員の配偶者及び社員の父母・社員の子供・社員の祖父母及び配偶者の父母」と改めること。

・　育児・介護休職期間を有給休暇とし、勤続年数に2分の1年を通算すること。
⑥　モニター制度の拡大、改善を図ること。

⑦　健康診断に要する時間は労働時間とすること。

	２、各種手当の増額を別紙のように改善すること


別表17、『「ＮＦ２１計画」中に改善された手当及び今後改善を求める諸手当一覧』による改善を図ること。
	３、下記の各種手当を新設すること


①　通勤に伴う駐車料金補助制度を新設すること。

②　12月30日を祝日勤務手当対象とすること。

③　業務用普通自動車の運転手当を新設すること。

④　無人駅集札手当（車掌）を新設すること。

⑤　被管理駅での1人勤務者に駅当務責任者手当を新設すること。

⑥　資格取得者手当（フォークリフト、クレーン、プレス自主検査員、ボイラー技師及び整備士、電気工事士、ガス熔接士）を新設すること。

⑦　電気職場に資格取得者手当（多重無線・工事担当者・線路主任技術者、電気通信主任技術者）を新設すること。

⑧　インストラクター（教育）手当を新設すること。

	４、福利厚生を下記により充実すること


①　弔慰金「300ー600万円」を「1,000ー1,300万円」に改善すること。

②　永年勤続表彰者（25年・35年）のリフレッシュ休暇及び副賞品を次のように改善すること。

・　25年勤続表彰者の副賞品「現行20万円」を「25万円」に
・　35年勤続表彰者の副賞品「現行18万円相当の旅行券」を「20万円相当及びリフレッシュ休暇2日間」とすること。

③　「シニア雇用機会提供制度」活用者に社宅入居を認めること。

④　人間ドックは配偶者を含め全額会社負担とすること。

⑤　住宅金融公庫の住宅融資についても利子補給制度の給付対象とすること。

	５、昇進制度を以下のように改善すること


①　業務経験及び技能と知識を均等に評価した昇進制度への転換を図ること。

②　5等級までの自動昇格制度、ルールを確立すること。

③　試験問題を公表し、模範解答を明らかにすること。同時に受験者の請求があった場合は、試験結果について明らかにすること

	６、出向制度を以下のように改善すること


①　本人の希望を尊重すること。

②　「出向先における１週平均労働時間数が37時間30分を越える場合における賃金の特例措置に関する協定」（労働時間の特例制度）「36時間30分を越える」に改正しＢ単価とすること。

③　出向一時金として一律20万円を支給すること。

	７、地域間異動制度を以下のように改善すること


①　本人の希望を尊重すること。尚、家族で病弱者・要介護を必要とする者が居る場合は異動の対象にしないこと。

②　異動者の教育期間を十分にとること。

③　帰省代用証の増付与と使用制限を廃止すること。

④　高速バスなど他交通機関を利用できる制度に改善すること。

	８、定年制・早期退職・ニューライフプラン休職制度・シニア雇用機会提供制度を以下のように改善すること


①　55才以上の減額措置を廃止すること。

②　65才定年制の確立と選択制を採用すること。

③　ニューライフプランＡ・Ｂを存続させること。

④　「高年齢者の雇用の安定等に関する法律の一部改正」法の主旨を踏まえシニア雇用機会提供制度は希望者全員の採用を原則とすること。

	９、ポジティブアクション制度の充実をはかること


①　実効ある行動アクションを提起すること。また積極的に社員の意見を取り入れること。

②　育児休業期間中に対応する必要要員を配置すること。

③　職場復帰の際には一定の教育期間を設けること。

④　年次有給休暇の時間休取得制度を設けること。

⑤　24時間保育所等の設備の整備を行い優先的使用を認めること。

	10、「労働基準法第36条の規程に基づく時間外及び公休日の労働に関する制度」を以下のように改善すること


①　就業規則に基づく「時間外及び休日労働に関する」制度に改め、休日労働は１ヶ月に２日を限度とすること。

②　本部・本社間の基本協定に基づき事業所単位の締結とすること。

③　休日及び所定労働時間数以外の割増率をそれぞれ100分の150、100分の140とすること。

	11、広域転勤を以下のように改善すること


①　単身赴任を伴う転勤については2ー3年間のローテーションを図り、「地域間異動に準じた制度とすること。

②　心身の故障・過程事情等のある者については、居住地からの通勤可能な箇所に勤務させること。

	12、運転無事故表彰規程を以下のように改善すること


①　懲戒処分を受けた場合等の表彰等の制限を廃しすること。

１０．ＪＲ東日本グループの課題と国労の提言

「ＮＦ２１計画」では、ＪＲ東日本グループの目標として「自由闊達な仕事を通じて達成感・やりがいを実感できるグループを作り」を掲げ、「全ての壁を打ち破り、オープンで風通しの良いグループを作るために、グループ社員の主体的変化への挑戦、自己啓発で自己価値の創造」を求めています。

しかし、ＪＲ東日本グループとはいっても、現実には100％子会社としての管理子会社から、連結決算対象会社等の業態別子会社（駅ビル・ショッピングセンター業、ホテル業、小売り・飲食業、物流・商事業、旅行・レンタカー業、スポーツ・レジャー業、不動産管理業、公告・出版業、清掃整備業、建設コンサルタント・設備保守業、支社別グループ企業）、更にそこから枝のように伸びている子会社や孫会社、「３Ｋ職場の受け皿」として誕生した経過をもつグループ会社などで構成されています。そこには、「関連企業を系列として抱き込み、技能や技術を安く買いたたく」ことで修繕費を削減してきたという歴史的経過が今日でも引き継がれています。ＪＲ本体と同等の労働環境を維持しているのは100％子会社で働く社員に限られています。大半のグループ社員は、厳しい労働環境で労働に従事しています。その100％子会社に出向している社員からは、「休憩室も小さく、商品が山積みされたバックヤードで着替えをして休憩していたり、労働時間・休日・手当問題など労働条件や労働環境の面から早急に解決しなければならない問題が山積み」と報告されていますが、その実態が推察できるものとなっています。
労働条件の格差を取り除くことが大きな課題です｡

コンプライアンス（法令遵守)をグループ企業に通達・徹底することに止まらず、それぞれの会社が労働組合もしくは社員代表との話し合いを持ち、労働条件や労働環境の改善にＪＲ東日本自らが意欲を持たなければなりません。

「全ての壁を打ち破り、オープンで風通しの良いグループを作る」ために国労は提言します｡

①　グループ会社に統一労働基準を確立すること。また出向者には出向先における交渉の場を保障すること。

②　グループ全体の課題を意見交換できる集団的労使関係を確立すること。

③　連結納税制度を導入すること。

④　労働時間短縮に向けた支援策を講ずること。

⑤　福利厚生の共有化を図ること。

⑥　「社員共済会」のグループ一元化を図ること。

⑦　パート労働者の賃金は正規社員の8割を最低限度とすること。（注6）
⑧　教育研修等グループ社員の「人づくり」に責任を持つこと。

⑨　ジェイアールバス関東及び東北への支援策を強めること｡

⑩　天下り的発想・体質及び人事政策を改めること。

（注6）　労働省・パートタイム労働研究会の最終報告「パート労働の課題と対応の方向」（平成14年7月、座長：佐藤博樹東大教授）。本報告では、パート社員に対する正社員との「均等処遇」を事業者に求めた「ガイドライン」として「６つのルール」を提示。その中で、経営者・正社員・パート社員に対する聞き取り調査（２１世紀職業財団「多様な就業形態のあり方に関する調査」、平成１３年）の結果として、「正社員と同じ仕事に従事しているパート社員について、勤続年数も同じとした場合、パート社員の納得を得られる賃金水準」としては、事業者・正社員・パート社員のいずれもが正社員賃金の８割と回答していることを紹介。また、「原告らの賃金が、同じ勤続年数の女性正社員の８割以下になるとき、公序良俗に反し、違法となる」との司法判断（丸子警報器事件、長野地裁上田支部、平成11年11月）を引用することで、パート社員賃金は正社員の８割が「均等処遇」の目安との考え方を示している。

１１．ＪＲ東日本の「観光立国」構想に対する提言

「「産業立国」と並ぶ国家戦略の見地から「観光立国」が位置付けられています｡ＪＲ東日本はバブル経済の中で海外旅行が全盛を極める中で、衰退する「国内旅行｣の復権を自らの使命と位置付け､増収活動の柱に据えてきました｡

今でこそ「観光立国」が産業立国と並ぶ国家戦略にあげられており､ＪＲ各社は言うに及ばず私鉄各社も大々的にキャンペーンを行っていますが､当時のＪＲ東日本の取り組みはきわめて斬新なものでした｡キャンペーンを振り返ると、
1988年　－　「ＬＯＯＫ　ＥＡＳＴ」キャンペーン
92年　－　山形新幹線が開業、「その先の日本」キャンペーン
93年　－　「小さな旅」キャンペーン
95年　－　秋田新幹線開業を目前に控え、「東北大陸から」キャンペーン、地域掘り起こし・発見をテーマに長期滞在型の旅を提唱。「駅からハイキング」キャンペーン
99年　－　山形新幹線新庄延伸によって５新幹線ネットワークが完成。「鉄道の旅」を主体とする「ＴＲＡＩＮＧ（トレイング）」キャンペーンを開始｡
鉄道を主体に、レンタカーの充実で鉄道の弱点を補い長期滞在型宿泊施設を利用しつつ広域観光など「あたらしい旅」を提唱。ヨーロッパのスローライフツーリズムをモデルにしたといわれている｡

02年　－　東北新幹線八戸開業、「北東北」キャンペーン
などがあります。

また、駅を拠点とする周遊型長期滞在ホテル（フォルクローロ）は95年以降、遠野・白馬・角館・高畠・いわて東和・松島・大湊に建設しています｡また自治体との協力と旧社員宿泊所を活用し家族やグループでの拠点滞在型ホテル（ファミリーオ）として栂池・雫石・田沢湖・新治・館山・佐渡相川・いわて藤沢に建設しキャンペーンを支えています｡

これらのキャンペーンを支えてきたのはデスティネーションキャンペーンです｡元々ＪＲ発足時に本社権限事項としてデスティネーションキャンペーンはあったのですが94年以降本格的なキャンペーンが始まったものです｡Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ（目的地・行き先地）Ｃａｍｐａｉｇｎ（宣伝戦）という意味の造成語です。地方自治体や観光関係者とＪＲ6社が協力し、ＪＲは開催地に対して集中的なＰＲを実施してきました。全国からの誘客を目的とした大型観光キャンペーンです｡

ＪＲ東日本のキャンペーンを見ても判るように増収活動の柱としての取組みとなっています｡企業である以上「儲け」を否定することは出来ませんが､経済活性化の切り札として海外旅行者の誘致活動、雇用の創出など「観光立国」の素地を広げていく取り組みが求められています｡

地域との共生・特に地域の顔としての駅を1,700カ所持つＪＲ東日本の情報発信源としての任務は重要になっており、国労は「観光立国」の観点から「提言」します｡

①　観光・文化に精通するインストラクターを養成すること｡

②　各支社に観光課を設置し、系統的なネットワークを整備すること｡

③　各自治体との連携・観光案内の充実を図ること｡

駅内での観光物産・案内との提携など。
④　国・自治体（県）と共同して、海外旅行者受け入れの推進体制を整備すること。
言語・看板・パンフレット製作など。
⑤　ボランティア組織（地域密着型）との連携を強めること。
⑥　行政機能を駅舎などへ積極的に誘致すること｡

⑦　自治体との共同による自転車専用道路・レンタサイクル整備を行うこと。

⑧　ＪＲグループ全体で「ジャパンレールパス」の充実を図ること。

	ＪＲ東日本「ニューフロンテイア２１計画」への

国労の検証と提言

２００４年　９月１９日　発　行

２００４年１２月　　日　第２刷

国鉄労働組合東日本本部







経費関係　　　人件費（賃金・退職金・法定福利費・社宅・等）


物件費（動力費・修繕費・業務費、その他）


公団借損料


租税公課（固定資産税・都市計画税・自動車税・地価税）


減価償却


営業外損失


特別損失


法人税・住民税・事業税（利益に課せられる税）
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